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【参考資料１】 職員意向調査による施設機能満足度の計測 

ＣＳ（顧客満足度）調査分析手法１）を利用して機能改善の優先度を評価する手法につい

て解説する。ＣＳ調査とは，民間企業でのマーケティングなどに用いられる手法で，顧客

の顕在的・潜在的ニーズを測り，経営資源の投入方法や経営改善方法を検討する資料を得

るために行うものである。 
水道施設の機能は，各職員の立場や認識の違いによって異なる価値観を有することが多

く，また，改善事業を行うにしても着実かつ円滑に実施していくためには多くの職員がそ

の必要性を認識して価値観を共有し，事業体の総意として位置づけることが重要である。 
このために，事業体内部で価値観（立場）の異なった，または思考の異なった職員が集

まって意見を出し，集団思考で機能改善方策を決定しようとするものである（Task Force 
Project）。会議によって各職員の意見や提案を出し，これを集約して活動方針をたてる。 
機能満足度の計測は，ＣＳ調査方法を利用して職員の意見を反映させた機能改善の優先

度を定量的に評価しようとするものである。 
すなわち，職員に診断基礎調査の結果を示して要求機能に対する充足性を問う意向調査

を行い，その分析により独立係数，修正指数，改善度を求める。その結果，改善度が高い

数値を示す項目が改善の必要性が高いと判断する。 
（１）現有機能の意向調査 
各職員に各水道システム（取水施設，浄水施設，導水・送水・配水施設）の全体機能診

断結果，個別機能診断結果とともに調査票を配布して施設機能に関する意見を聴取する。

調査票の評価事項については以下のようなものが想定できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１）菅 民郎「アンケートデータの分析」（株）現代数学社 



 参考-3 

 

 
施設機能満足度調査（アンケート） 

 
    平成○年度の実績データに基づいて，導水・送水・配水施設である□□系統の 
   施設機能について現況機能評価調査した結果，別紙のとおりの結果となりました。 
    この結果と経営目標を参考にして，現在の施設機能に対するあなたの評価（機能 
   の満足度），ご意見等を下記に記入してください。 
 
   対象施設：導水・送水・配水施設□□系統 
                               記入者名      
（１）①から⑮の設問に対してあなたの評価をお聞かせください（該当に○印を付ける）。 

評価（回答） 

評     価     事     項 大変

不満 

やや

不満 
普通 

まあ

満足 

大変

満足 

①水需要に応じた水量，水質が得られる。（需要適正の確保） 1 2 3 4 5 

②安全で美味しい水が適正水圧で給水できる。（顧客満足度の確保） 1 2 3 4 5 

③エネルギー，資機材，人力等の投入資源が少なく効率的な給水が出来る。 

（生産性の確保） 
1 2 3 4 5 

④十分な耐震性がある。（耐震性） 1 2 3 4 5 

⑤精度の高い監視，制御が可能で運転管理が迅速・確実にできる。（操作性の確保） 1 2 3 4 5 

⑥事故・災害時に対応した予備力を有し，自動化・機械化技術により冗長系が確保でき

る。（弾力性の確保） 
1 2 3 4 5 

⑦水道システムとして各施設機能の統一性，整合性が保たれている。（整然性の確保） 1 2 3 4 5 

⑧関連する法律，規制，基準等が遵守できる。（適法性の確保） 1 2 3 4 5 

⑨危険防止対策，健康被害防止対策が講じられ維持管理の安全性が確保されている。

（労働安全性の確保） 
1 2 3 4 5 

⑩犯罪に対するセキュリティ対策が講じられている。（防犯性の確保） 1 2 3 4 5 

⑪環境負荷発生抑制，廃棄物の減量化，再資源化，水資源の適正利用，水循環，土地，

景観の保全など地域環境の保全に必要な配慮が講じられている。（地域環境保全の確保） 
1 2 3 4 5 

⑫予防保全,品質管理が容易で技術の陳腐化により施設保全に支障をきたしていない。

（保全性の確保） 
1 2 3 4 5 

⑬省エネ，省資源，地球温暖化ガス発生抑制などにより地球環境の保全に必要な配慮が

講じられている。（地球環境保全の確保） 
1 2 3 4 5 

⑭能率的な保全と安価な運転ができる。（経済性の確保） 1 2 3 4 5 

⑮総合的に視て満足のいく水道サービスが行われている。（全体的な評価） 1 2 3 4 5 

（２）課題と改善方法について，あなたのお考えをお聞かせください。 
現状の課題についてお考えがあれば記入してください。 
 
 
課題に対して改善策のお考えがあれば記入してください。 
 
 



 参考-4 

（２）アンケート結果の集計 
 上記の調票を用いて職員に対してアンケート調査を行った結果，以下のような回答デー

タを得たと仮定する。 
 

回答データ 
職     員 

評  価  事  項 
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 

①需要適正の確保 3 4 2 3 3 4 4 1 3 1 5 5 2 1 3 1 3 1 2 3 

②顧客満足度の確保 1 4 3 5 4 3 2 1 3 3 2 4 3 4 3 2 4 2 3 4 

③生産性の確保 4 4 1 5 4 3 2 1 4 3 2 4 3 4 2 2 4 3 4 4 

④耐震性 4 3 2 4 3 2 5 1 5 1 3 5 2 3 5 1 4 2 1 4 

⑤操作性の確保 5 3 1 1 3 3 3 4 3 2 3 3 3 1 4 1 1 3 5 5 

⑥弾力性の確保 2 2 5 2 3 2 1 3 1 1 2 2 1 1 1 2 2 1 2 3 

⑦整然性の確保 2 3 4 1 3 3 3 4 3 2 3 4 3 2 3 1 1 4 5 4 

⑧適法性の確保 1 5 1 4 5 3 1 4 4 2 3 5 2 4 1 2 2 4 5 3 

⑨労働安全性の確保 2 4 1 5 3 4 1 4 3 2 4 4 3 4 2 2 3 5 4 3 

⑩防犯性の確保 5 5 2 1 3 1 3 1 2 3 5 3 1 1 3 3 3 4 3 2 

⑪地域環境保全の確保 2 4 3 4 3 2 4 2 3 4 2 2 5 2 3 2 1 3 1 1 

⑫保全性の確保 2 4 3 4 2 2 4 3 4 4 2 3 4 1 3 3 3 4 3 2 

⑬地球環境保全の確保 3 5 2 3 5 1 4 2 1 4 1 5 1 4 5 3 1 4 4 2 

⑭経済性の確保 3 3 3 1 4 1 1 3 5 5 2 4 1 5 3 4 1 4 3 2 

⑮全体的な評価 2 5 3 4 4 4 4 2 4 1 3 5 2 2 1 1 3 2 2 4 

 
４点，５点を満足，３点を普通，１点，２点を不満とすれば満足度は以下のように整理

される。 
 

各評価項目の満足度   （％） 
評価事項 満足 普通 不満 

①需要適正の確保 25 35 40

②顧客満足度の確保 35 35 30

③生産性の確保 50 20 30

④耐震性 40 20 40

⑤操作性の確保 25 45 30

⑥弾力性の確保 5 15 80

⑦整然性の確保 30 40 30

⑧適法性の確保 45 15 40

⑨労働安全性の確保 45 25 30

⑩防犯性の確保 20 40 40

⑪地域環境保全の確保 25 25 50

⑫保全性の確保 35 35 30

⑬地球環境保全の確保 45 15 40

⑭経済性の確保 35 30 35

⑮全体的な評価 40 15 45
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（３）独立係数の算定 
全体評価に対する各評価事項ごとの独立係数は，以下の手順で算定する。 

①クロス集計 
⑮全体評価と①～⑭のそれぞれの評価項目についてクロス集計表を作成する。 
（次項クロス集計表参照。） 

②期待度数の計算 
それぞれのクロス集計表に対応する期待度数を計算する。 
期待度数＝縦計×横計÷全数 

例えば，以下のクロス集計において，「全体＝満足，①＝満足」に該当する期待度数は 
8×5÷20＝2.00  となる。 

 
 
 
 
 
 

  
（各々の計算結果については次項の期待度数を参照。） 
 
③カイ自乗の計算 
それぞれの項目についてカイ自乗を計算する。 
χ2（カイ自乗）＝Σ（実測度数－期待度数）2／期待度数 

 
上記のクロス集計表において，「全体＝満足，①＝満足」に該当する（実測度数－期待

度数）2／期待度数は 
（4－2）2／2.00＝2.00 となる。これを全てのセルについて計算し合計するとχ2＝11.71
を得る。 

 
 
 
 
 

 
（各々の計算結果については次項のχ2（カイ自乗）を参照。） 
 
④独立係数の算定 
χ2（カイ自乗）をｎ（ｋ－1）で除してｒc（独立係数）を算定する。 
ｋはクロス集計表のカテゴリ数のうち小さい方の数値であり，上記の例では，縦のカテ

ゴリ数 3，横のカテゴリ数 3のため，3となる。ｎは全数であり 20である。 
よって，ｎ（ｋ－1）＝20・（3－1）＝40であり， 

ｒc（独立係数）＝11.71÷40＝0.2929 となる（各々の計算結果については次項参照）。 

   全体       

   満足 普通 不満 計 

① 満足 2 0.75 2.25 5 

 普通 2.8 1.05 3.15 7 

 不満 3.2 1.2 3.6 8 

 計 8 3 9 20 

  全体    

  満足 普通 不満 計 

①満足 4 1 0 5

 普通 4 1 2 7

 不満 0 1 7 8

 計 8 3 9 20

   全体       

   満足 普通 不満 計 

① 満足 2 0.75 2.25 5 

 普通 2.8 1.05 3.15 7 

 不満 3.2 1.2 3.6 8 

 計 8 3 9 20 

   全体       

   満足 普通 不満 計 

① 満足 2.00 0.08 2.25 4.33

 普通 0.51 0.00 0.42 0.94

 不満 3.20 0.03 3.21 6.44

 計 5.71 0.12 5.88 11.71

クロス集計 期待度数 

期待度数 χ2 
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クロス集計と独立係数の計算結果 
 

＝クロス集計＝      ＝期待度数＝    ＝χ2（カイ自乗）と独立係数＝ 

    全体          全体          全体       

   満足 普通 不満 計    満足 普通 不満 計    満足 普通 不満 計 

①満足 4 1 0 5 満足 2 0.75 2.25 5 満足 2.00 0.08 2.25 4.33

  普通 4 1 2 7 普通 2.8 1.05 3.15 7 普通 0.51 0.00 0.42 0.94

  不満 0 1 7 8 不満 3.2 1.2 3.6 8 不満 3.20 0.03 3.21 6.44

  計 8 3 9 20 計 8 3 9 20 計 5.71 0.12 5.88 11.71

                ｒc＝ 0.2929

    全体          全体          全体       

   満足 普通 不満 計    満足 普通 不満 計    満足 普通 不満 計 

②満足 5 1 1 7 満足 2.8 1.05 3.15 7 満足 1.73 0.00 1.47 3.20

  普通 2 1 4 7 普通 2.8 1.05 3.15 7 普通 0.23 0.00 0.23 0.46

  不満 1 1 4 6 不満 2.4 0.9 2.7 6 不満 0.82 0.01 0.63 1.45

  計 8 3 9 20 計 8 3 9 20 計 2.77 0.02 2.32 5.11

                ｒc＝ 0.1278

    全体          全体          全体       

   満足 普通 不満 計    満足 普通 不満 計    満足 普通 不満 計 

③満足 6 1 3 10 満足 4 1.5 4.5 10 満足 1.00 0.17 0.50 1.67

  普通 1 0 3 4 普通 1.6 0.6 1.8 4 普通 0.23 0.60 0.80 1.63

  不満 1 2 3 6 不満 2.4 0.9 2.7 6 不満 0.82 1.34 0.03 2.19

  計 8 3 9 20 計 8 3 9 20 計 2.04 2.11 1.33 5.49

                ｒc＝ 0.1372

    全体          全体          全体       

   満足 普通 不満 計    満足 普通 不満 計    満足 普通 不満 計 

④満足 5 1 2 8 満足 3.2 1.2 3.6 8 満足 1.01 0.03 0.71 1.76

  普通 2 1 1 4 普通 1.6 0.6 1.8 4 普通 0.10 0.27 0.36 0.72

  不満 1 1 6 8 不満 3.2 1.2 3.6 8 不満 1.51 0.03 1.60 3.15

  計 8 3 9 20 計 8 3 9 20 計 2.63 0.33 2.67 5.63

                ｒc＝ 0.1406

    全体          全体          全体       

   満足 普通 不満 計    満足 普通 不満 計    満足 普通 不満 計 

⑤満足 1 0 4 5 満足 2 0.75 2.25 5 満足 0.50 0.75 1.36 2.61

  普通 6 1 2 9 普通 3.6 1.35 4.05 9 普通 1.60 0.09 1.04 2.73

  不満 1 2 3 6 不満 2.4 0.9 2.7 6 不満 0.82 1.34 0.03 2.19

  計 8 3 9 20 計 8 3 9 20 計 2.92 2.19 2.43 7.53

                ｒc＝ 0.1883

    全体          全体          全体       

   満足 普通 不満 計    満足 普通 不満 計    満足 普通 不満 計 

⑥満足 0 1 0 1 満足 0.4 0.15 0.45 1 満足 0.40 4.82 0.45 5.67

  普通 2 0 1 3 普通 1.2 0.45 1.35 3 普通 0.53 0.45 0.09 1.07

  不満 6 2 8 16 不満 6.4 2.4 7.2 16 不満 0.03 0.07 0.09 0.18

  計 8 3 9 20 計 8 3 9 20 計 0.96 5.33 0.63 6.92

                ｒc＝ 0.1730

    全体          全体          全体       

   満足 普通 不満 計    満足 普通 不満 計    満足 普通 不満 計 

⑦満足 2 1 3 6 満足 2.4 0.9 2.7 6 満足 0.07 0.01 0.03 0.11

  普通 5 1 2 8 普通 3.2 1.2 3.6 8 普通 1.01 0.03 0.71 1.76

  不満 1 1 4 6 不満 2.4 0.9 2.7 6 不満 0.82 0.01 0.63 1.45

  計 8 3 9 20 計 8 3 9 20 計 1.90 0.06 1.37 3.32

                ｒc＝ 0.0830
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＝クロス集計＝      ＝期待度数＝    ＝χ2（カイ自乗）と独立係数＝ 

    全体          全体          全体       

   満足 普通 不満 計    満足 普通 不満 計    満足 普通 不満 計 

⑧満足 5 0 4 9 満足 3.6 1.35 4.05 9 満足 0.54 1.35 0.00 1.90

  普通 2 1 0 3 普通 1.2 0.45 1.35 3 普通 0.53 0.67 1.35 2.56

  不満 1 2 5 8 不満 3.2 1.2 3.6 8 不満 1.51 0.53 0.54 2.59

  計 8 3 9 20 計 8 3 9 20 計 2.59 2.56 1.90 7.04

                ｒc＝ 0.1760

    全体          全体          全体       

   満足 普通 不満 計    満足 普通 不満 計    満足 普通 不満 計 

⑨満足 4 1 4 9 満足 3.6 1.35 4.05 9 満足 0.04 0.09 0.00 0.14

  普通 3 1 1 5 普通 2 0.75 2.25 5 普通 0.50 0.08 0.69 1.28

  不満 1 1 4 6 不満 2.4 0.9 2.7 6 不満 0.82 0.01 0.63 1.45

  計 8 3 9 20 計 8 3 9 20 計 1.36 0.19 1.32 2.87

                ｒc＝ 0.0717

    全体          全体          全体       

   満足 普通 不満 計    満足 普通 不満 計    満足 普通 不満 計 

⑩満足 1 1 2 4 満足 1.6 0.6 1.8 4 満足 0.23 0.27 0.02 0.51

  普通 3 1 4 8 普通 3.2 1.2 3.6 8 普通 0.01 0.03 0.04 0.09

  不満 4 1 3 8 不満 3.2 1.2 3.6 8 不満 0.20 0.03 0.10 0.33

  計 8 3 9 20 計 8 3 9 20 計 0.44 0.33 0.17 0.94

                ｒc＝ 0.0234

    全体          全体          全体       

   満足 普通 不満 計    満足 普通 不満 計    満足 普通 不満 計 

⑪満足 3 0 2 5 満足 2 0.75 2.25 5 満足 0.50 0.75 0.03 1.28

  普通 2 1 2 5 普通 2 0.75 2.25 5 普通 0.00 0.08 0.03 0.11

  不満 3 2 5 10 不満 4 1.5 4.5 10 不満 0.25 0.17 0.06 0.47

  計 8 3 9 20 計 8 3 9 20 計 0.75 1.00 0.11 1.86

                ｒc＝ 0.0465

    全体          全体          全体       

   満足 普通 不満 計    満足 普通 不満 計    満足 普通 不満 計 

⑫満足 4 0 3 7 満足 2.8 1.05 3.15 7 満足 0.51 1.05 0.01 1.57

  普通 1 2 4 7 普通 2.8 1.05 3.15 7 普通 1.16 0.86 0.23 2.25

  不満 3 1 2 6 不満 2.4 0.9 2.7 6 不満 0.15 0.01 0.18 0.34

  計 8 3 9 20 計 8 3 9 20 計 1.82 1.92 0.42 4.16

                ｒc＝ 0.1040

    全体          全体          全体       

   満足 普通 不満 計    満足 普通 不満 計    満足 普通 不満 計 

⑬満足 4 0 5 9 満足 3.6 1.35 4.05 9 満足 0.04 1.35 0.22 1.62

  普通 1 0 2 3 普通 1.2 0.45 1.35 3 普通 0.03 0.45 0.31 0.80

  不満 3 3 2 8 不満 3.2 1.2 3.6 8 不満 0.01 2.70 0.71 3.42

  計 8 3 9 20 計 8 3 9 20 計 0.09 4.50 1.25 5.84

                ｒc＝ 0.1459

    全体          全体          全体       

   満足 普通 不満 計    満足 普通 不満 計    満足 普通 不満 計 

⑭満足 3 0 4 7 満足 2.8 1.05 3.15 7 満足 0.01 1.05 0.23 1.29

  普通 1 1 4 6 普通 2.4 0.9 2.7 6 普通 0.82 0.01 0.63 1.45

  不満 4 2 1 7 不満 2.8 1.05 3.15 7 不満 0.51 0.86 1.47 2.84

  計 8 3 9 20 計 8 3 9 20 計 1.35 1.92 2.32 5.59

                ｒc＝ 0.1397

 
（４）機能満足度の評価 
（２），（３）までの結果を下表のように整理し，満足率偏差値，独立係数偏差値を計算す

る。なお，標準偏差，偏差値は下式に従うものとする。 
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σx（標準偏差）＝ � �¦
 

N

1k

2

k xx
N
1

－  

Ｎ：件数，ｘｋ：実測データ， x：平均値 

ｕ（偏差値）＝50＋10×
x

xx
σ

－
 

 
満足率偏差値，独立係数偏差値の算定 

偏差値 
評価事項 

満足率 

（％） 
独立係数 

満足率 独立係数 

①需要適正の確保 25 0.2929 43.32 74.76 

②顧客満足度の確保 35 0.1278 51.82 49.33 

③生産性の確保 50 0.1372 64.58 50.77 

④耐震性の確保 40 0.1406 56.07 51.31 

⑤操作性の確保 25 0.1883 43.32 58.66 

⑥弾力性の確保 5 0.1730 26.31 56.30 

⑦整然性の確保 30 0.0830 47.57 42.43 

⑧適法性の確保 45 0.1760 60.33 56.76 

⑨労働安全性の確保 45 0.0717 60.33 40.68 

⑩防犯性の確保 20 0.0234 39.07 33.25 

⑪地域環境保全の確保 25 0.0465 43.32 36.80 

⑫保全性の確保 35 0.1040 51.82 45.66 

⑬地球環境保全の確保 45 0.1459 60.33 52.12 

⑭経済性の確保 35 0.1397 51.82 51.16 

件数 14 14  

平均 32.86 0.1322  

標準偏差 11.76 0.0649  

 
上記の満足率偏差値，独立係数偏差値を（50，50）を原点としてプロットすると下図が
得られる。 
独立係数が高く満足率が低い項目が優

先的に改善するべき項目として評価できる。 
これについては，（50，50）と（80，20）

を結んだ線分と（50，50）と各プロット点
を結んだ線分との角度θと，（50，50）から
プロット点までの距離Ｌによって評価する

ものとし，θが小さいほど，また，Ｌが大

きいほど改善の優先率が高い項目（機能の

満足度が低い）と考えられる。 
 

偏差値の分布

20.00

50.00

80.00

20.00 50.00 80.00

独立係数偏差値

満
足

率
偏

差
値

Ⅰ Ⅱ-1 

Ⅱ-2 

Ⅲ Ⅳ 

θ 

Ｌ 

θ 
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角度θについては，プロット点が図中のⅠ～Ⅳのいずれに存在するかで式形が異なる。 
プロット点の座標を（x，y）とすれば， 
Ⅰ，Ⅳの場合 

θ＝│tan-1（y－50）/（x－50）＋45°│ 
Ⅱ-1の場合 

θ＝180°－│tan-1（y－50）/（x－50）│－45° 
Ⅱ-2の場合 

θ＝90°＋│tan-1（y－50）/（x－50）│＋45° 
Ⅲの場合 

θ＝90°－tan-1（y－50）/（x－50）＋45° 
 
距離Ｌについては 

Ｌ＝ � � � �22 5050 ��� yx    として算定される。 

 
よって，θから修正指数ｒを算定し，ｒとＬを乗じて最終的に機能満足度Ｅを得る。 

Ｅ＝ｒ×Ｌ 
ただし，修正指数ｒは下式によって計算する。 

ｒ＝（90°－θ）／90° 
 
 上記のような計算により算定した満足度を下表に示す。ここで満足度の値が負（マイナス）

が大きいほど満足度合いが高く，正値が大きいほど不満があることを示している。したがって，

満足度Ｅが最も高いのは①需要適正の確保，次いで⑥弾力性の確保であり，機能改善について

はこれらを優先して行うことが望ましいと評価される。 

 
機能満足度の算定結果 

評価事項 
角度 

θ 

修正指数 

ｒ 

距離 

Ｌ 

満足度 

Ｅ 

改善優先

順位 

①需要適正の確保 30 0.668 25.65 17.13 1 

②顧客満足度の確保 155 -0.724 1.94 -1.41  

③生産性の確保 132 -0.466 14.60 -6.81  

④耐震性の確保 123 -0.365 6.21 -2.27  

⑤操作性の確保 7 0.918 10.94 10.05 3 

⑥弾力性の確保 30 0.665 24.51 16.31 2 

⑦整然性の確保 117 -0.302 7.95 -2.40  

⑧適法性の確保 102 -0.131 12.34 -1.62  

⑨労働安全性の確保 177 -0.967 13.91 -13.46  

⑩防犯性の確保 102 -0.132 20.01 -2.64  

⑪地域環境保全の確保 108 -0.202 14.79 -2.98  

⑫保全性の確保 112 -0.247 4.71 -1.16  

⑬地球環境保全の確保 123 -0.371 10.54 -3.91  

⑭経済性の確保 102 -0.138 2.16 -0.30  
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【参考資料２】 一対比較法による最適代替案の選定 
 
 多くの職員の意見を集約して，最適な改善代替案を選択する場合（様式５の作成）など，

論理性，整合性を有する意思決定方法を解説する。意思決定手法には，階層分析法（AHP）
や階層構造モデル（ISM）など多数あるが，ここでは比較的容易に実施できる一対比較法２）

を使用した事例を紹介する。 
（１）問題の整理 
 調査担当者は，自主的な選択により，様式５の改善方策（複数選択），各代替案ごとの改

善手段の合理性を記入する。 
 次にような調査票（アンケート票）を作成し，機能診断評価結果（第 3.3章），機能充足
需要の判定結果（様式３），機能改善目標（様式４）を添えて職員の意見を求める。 
 

 
 
２）木下栄蔵「わかりやすい意思決定論入門」近代科学社 

【例】            Ａ配水系統機能改善の意向調査（アンケート） 
 
 Ａ配水系統は高水圧による漏水事故の多発，出水不良による苦情発生が多く，機能診

断評価調査の結果では優先的に改善する必要があります。最適水圧を確保するためには，

次の３つの方法が考えられますが，どの改善策を実施することが良いか，あなたのご意

見を記入して下さい。 
（１）改善策の選択 
 ３つの改善策の優先順位を番号で記入して下さい。 
（最も優れた改善策を１，次に優れた改善策を２，残りの改善策に３を印す。） 

改善策 概  要 順位 

改善策Ａ 
配水ブロック化 

配水区域を３つに分割し，管路を整備する。適

正水圧確保の他，管理性を向上させる。 
条件の適合性は 25点，事業効果は 12点である。 

 

改善策Ｂ 
配水池新設 

○□地区に配水池を新設する。適正水圧確保の

他，貯留容量を増加させる。 
条件の適合性は 20点，事業効果は 15点である。 

 

改善策Ｃ 
減圧弁・増圧ポンプ場整備 

△◇町に減圧弁，□▽町に増圧ポンプを設置す

る。最も安価に実施できる。 
条件の適合性は 30点，事業効果は 10点である。 

 

 
（２）意見 
 改善事業を展開することについて，ご意見があれば記入して下さい。 
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（２）意見集約 
 水道職員 10人にアンケートを行った結果，次の回答を得た。 
       回答結果              集約結果 
 職員 順位付け   順列 人数  
 1 Ｃ Ａ Ｂ  ①ＡＢＣ 2  
 2 Ａ Ｃ Ｂ  ②ＡＣＢ 2  
 3 Ｂ Ｃ Ａ  ③ＢＡＣ 2  
 4 Ｃ Ｂ Ａ  ④ＢＣＡ 1  
 5 Ｂ Ａ Ｃ  ⑤ＣＡＢ 2  
 6 Ａ Ｂ Ｃ  ⑥ＣＢＡ 1  
 7 Ｂ Ａ Ｃ     
 8 Ｃ Ａ Ｂ     
 9 Ａ Ｂ Ｃ     
 10 Ａ Ｃ Ｂ     

 
（３）一対比較法による選好尺度値の算定 
 Thurstoneの一対比較法により選好尺度値の算定する。 
①得点化 
 改善代替案Ａ，Ｂ，Ｃを評価された方から得点化する。まず，集約結果から改善代替案

ごとに順列を集計する。例えば，Ａ＞Ｂ（改善策Ａの方がＢより好ましい）という反応は，

集約結果から①②⑤で 6人である。これを全組み合わせで集計する。 
 次に，どちらが良いかの確率を計算する。例えば，ＡとＢの比較で，Ａを良いとする確

率は 10人中 6人で 0.6となる。 
順列集計                確率 P 

 Ａ Ｂ Ｃ 計   Ａ Ｂ Ｃ 計 
Ａ  6 6 12  Ａ  6/(6+4)=0.6 6/(6+4)=0.6 1.2 
Ｂ 4  5 9  Ｂ 4/(6+4)=0.6  5/(6+4)=0.5 1.1 
Ｃ 4 5  9  Ｃ 4/(6+4)=0.4 5/(6+4)=0.5  0.9 
計 8 11 11 30       

 
②選好尺度値の算定 
 まず，確率から 0.5 を引き算した〈P－0.5〉を作表する。次に標準正規分布表から，〈P

－0.5〉に対応するＺを求める。〈P－0.5〉が負の場合はＺに－の記号を付ける。Ｚを合計し，
平均が求める得点となる。ただし，得点は改善代替案数－1，すなわち 3－1＝2で除した平
均値〔＝ΣＺ／（ａ－１）〕である。 
〈P－0.5〉               Ｚ 
 Ａ Ｂ Ｃ   Ａ Ｂ Ｃ 合計 得点 
Ａ  0.1 0.1  Ａ  0.25 0.25 0.50 0.25 
Ｂ －0.1  0.0  Ｂ －0.25  0.0 －0.25 －0.13 
Ｃ －0.1 0.0   Ｃ －0.25 0.0  －0.25 －0.13 

 
 この結果，改善代替案Ａが最も得点が高く，集団としての選択結果といえる。 
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標準正規分布表 
Ｚ 0.00 0.01 0.02 0.03 0.04 0.05 0.06 0.07 0.08 0.09 
0.0 0.00000 0.00399 0.00798 0.01197 0.01595 0.01994 0.02392 0.02790 0.03188 0.03586 
0.1 .03983 .04380 .04776 .05172 .05567 .05962 .06356 .06749 .07142 .07535 
0.2 .07926 .08317 .08706 .09095 .09483 .09871 .10257 .10642 .11026 .11409 
0.3 .11791 .12172 .12552 .12930 .13307 .13683 .14058 .14431 .14803 .15173 
0.4 .15542 .15910 .16276 .16640 .17003 .17364 .17724 .18082 .18439 .18793 

           
0.5 .19146 .19497 .19847 .20194 .20540 .20884 .21226 .21566 .21904 .22240 
0.6 .22575 .22907 .23237 .23565 .23891 .24215 .24537 .24857 .25175 .25490 
0.7 .25804 .26115 .26424 .26730 .27035 .27337 .27637 .27935 .28230 .28524 
0.8 .28814 .29103 .29389 .29673 .29955 .30234 .30511 .30785 .31057 .31327 
0.9 .31594 .31859 .32121 .32381 .32639 .32894 .33147 .33398 .33646 .33891 

           
1.0 .34134 .34375 .34614 .34850 .35083 .35314 .35543 .35769 .35993 .36214 
1.1 .36433 .36650 .36864 .37076 .37286 .37493 .37698 .37900 .38100 .38298 
1.2 .38493 .38686 .38877 .39065 .39251 .39435 .39617 .39796 .39973 .40147 
1.3 .40320 .40490 .40658 .40824 .40988 .41149 .41309 .41466 .41621 .41774 
1.4 .41924 .42073 .42220 .42364 .42507 .42647 .42786 .42922 .43056 .43189 

           
1.5 .43319 .43448 .43574 .43699 .43822 .43948 .44062 .44179 .44295 .44408 
1.6 .44520 .44630 .44738 .44845 .44950 .45058 .45154 .45254 .45352 .45449 
1.7 .45543 .45637 .45728 .45818 .45907 .45994 .46080 .46164 .46246 .46327 
1.8 .46407 .46485 .46562 .46638 .46712 .46784 .46856 .46926 .46995 .47062 
1.9 .47128 .47193 .47257 .47320 .47381 .47441 .47500 .47558 .47615 .47670 

           
2.0 .47725 .47778 .47831 .47882 .47932 .47982 .48030 .48077 .48124 .48196 
2.1 .48214 .48257 .48300 .48341 .48382 .48422 .48461 .48500 .48537 .48574 
2.2 .48610 .48645 .48679 .48713 .48745 .48778 .48809 .48840 .48870 .48899 
2.3 .48928 .48956 .48983 .49010 .49036 .49061 .49086 .49111 .49134 .49158 
2.4 .49180 .49202 .49224 .49245 .49266 .49286 .49305 .49324 .49343 .49361 

           
2.5 .49379 .49396 .49413 .49430 .49446 .49461 .49477 .49492 .49506 .49520 
2.6 .49534 .49547 .49560 .49573 .49585 .49598 .49609 .49621 .49632 .49643 
2.7 .49653 .49664 .49674 .49683 .49693 .49702 .49711 .49720 .49728 .49736 
2.8 .49744 .49752 .49760 .49767 .49774 .49781 .49788 .49795 .49801 .49807 
2.9 .49813 .49819 .49825 .49831 .49836 .49841 .49846 .49851 .49856 .49861 

           
3.0 .49865 .49869 .49874 .49878 .49882 .49886 .49889 .49893 .49897 .49900 
3.1 .49903 .49906 .49910 .49913 .49916 .49918 .49921 .49924 .49926 .49929 
3.2 .49931 .49934 .49936 .49938 .49940 .49942 .49944 .49946 .49948 .49950 
3.3 .49952 .49953 .49955 .49957 .49958 .49960 .49961 .49962 .49964 .49965 
3.4 .49966 .49968 .49969 .49970 .49971 .49972 .49973 .49974 .49975 .49976 

           
3.5 .49977 .49978 .49978 .49979 .49980 .49981 .49981 .49982 .49983 .49983 
3.6 .49984 .49985 .49985 .49986 .49986 .49987 .49987 .49988 .49988 .49989 
3.7 .49989 .49990 .49990 .49990 .49991 .49991 .49992 .49992 .49992 .49992 
3.8 .49993 .49993 .49993 .49994 .49994 .49994 .49994 .49995 .49995 .49995 
3.9 .49995 .49995 .49996 .49996 .49996 .49996 .49996 .49996 .49997 .49997 
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【参考資料３】 消火栓・消火用水の機能診断 

 

１） 消火栓・消火用水に関する調査目的  

これからの水道が持つべき消防水利機能の整備のあり方を検討するため，｢消防力の基準｣お

よび｢消防水利の基準｣の規定と，｢水道施設設計指針｣に基づいて，水道が持つべき消防水利の

機能が十分満足しているかの現状の整備状況・実態を調査する。  

水道の消防水利としての条件を，以下の質問事項により実態を把握し今後の課題を見出す。 

 

以下の質問事項で消火栓の配置の実態を調査したのち，つぎの段階として，消防側と水道側

の共同作業により，消火栓の配置と水圧・水量の能力が1火点に対して十分かどうか，給水地

域の出火事例・出火件数により検証し，能力不足を改善することも今後必要である。 

 

質問項目： 

水道管網の消防水利の機能・能力について，給水区域を単位に調査して，消火用水の整備の

現状を把握する。 

主に，①公設消防力(消防ﾎﾟﾝﾌﾟ自動車)のための消火栓と，②市民の初期消火手段(小規模消

火栓，給水管の口径・水圧) の整備の水準について調査する。 

 

(1)公設消防力の消火用水 

平常時の1棟火災に対して公設消防力の消防ﾎﾟﾝﾌﾟ自動車が使える消防水利・消火栓(配置密

度，口径，水圧，計画消火水量，・・・)の機能の現状を調査する。 

 

(2)市民の消火活動の消火用水 

出火直後の延焼拡大の抑制に効果的な市民の初期消火活動に対しては，市民が使える消火栓

の整備状況や，各家庭で，じゃ口にﾎｰｽを設置して消火できる給水管の機能(口径，水圧)を調

査する。 

 

(3)消火栓を活用した配水管の水質保全，消火栓の位置等の図面管理，消火栓の財源 

についても，質問する。 

 

 各設問に回答は，内容を肯定する場合 → ○ ，否定する場合 → × を記入する。 

 各項目の評価得点は，0～3点の4段階で評価し，回答ができない項目は，評価得点を0点と

する。 

 なお，計算(有効桁数3桁)に当たっての根拠・計算過程は，空白部分への記入・別紙追加に

よりわかるようにする。 

 

 調査結果から，水道として，今後どのように消防水利の機能を整備すればよいか，整備すべ

き水準が見出せれば，目的は達成できる。 
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２） 公設消防力の消火用水 

 

火災に対して，公設消防力は，｢消防力の基準｣では，｢建築物火災を 1棟の独立火災にとど

め延焼阻止を行うことを目標とする｣としている。つまり，火元から出火した火災を，一軒の

火災(1棟独立火災)で鎮火しようとする考え方である。 

公設消防力の消火用水について，質問では，平常時の1棟火災に対して公設消防力の消防ﾎﾟ

ﾝﾌﾟ自動車が使える消防水利・消火栓(配置密度，口径，水圧，計画消火水量，・・・)の機能の

現状を調査する。 

 

調査・記入の時点 平成    年    月   日 現在 

 

(1) 給水区域内の消防水利の種類と保有数 

消防水利には，①消火栓，②私設消火栓，③防火水槽，④ﾌﾟｰﾙ，⑤河川・溝，⑥濠・池等，

⑦海・湖，⑧井戸，⑨下水道，がある。 
消防水利は，消防ﾎﾟﾝﾌﾟ自動車がﾎｰｽで消火用水の取水が可能な構造になっていなければなら

ない。 
消防水利は取水可能水量が毎分１ｍ3以上で，かつ連続４０分以上の給水能力を有するもので

なければならない。 

〔質問〕給水区域の各消防水利の保有数・割合は，いくらか？ 

給水区域の消防水利の保有数：      (平成 年 月 日 現在) 

消防水利 保有数 割合(%) 

単口消火栓   

双口消火栓   

① 消火栓 

 

 小 計   

単口消火栓   

双口消火栓   

② 私設 

消火栓 

 小 計   

③-1 防火水槽 

(20～40m3未満) 
  

③-2 防火水槽40m3以上   

④ ﾌﾟｰﾙ   

⑤ 河川・溝   

⑥ 濠・池等   

⑦ 海・湖   

⑧ 井戸   

⑨ 下水道   

合 計  100 

注)防火水槽(20～40m3未満)は，1槽を保有数0.5として数える 

  割合（％）：小数点以下1桁 ，小数点以下2位四捨五入 
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(2)消火用水量の確保：配水池の数と容量 

a)配水池の数 

〔質問〕配水池が複数分散して配置されているか？ 

  質問の目的：給水区域内に，複数の配水池を分散して配置することが望ましい。給水区域

内(ﾌﾞﾛｯｸ別給水区域の場合は，ﾌﾞﾛｯｸ別ごと)の配水池は，複数(2池以上)分散して配置されて

いれば，1池が機能不能となった場合には，消火用水が確保できる。 

 

給水区域内の配水池は， 何池あるか？           池数 

1つの配水池の受け持ち給水区域面積は，い

くらか？ 
                (km2) 

   注) km2の表示：(小数点以下1～2桁まで記入，2～3桁目四捨五入) 

 

  設  問 回答 番号 記入要領 

ﾌﾞﾛｯｸ別給水方式である。  

ﾌﾞﾛｯｸ別給水区域内に配水池が複数(2池以上)分散して配置され

ている。 
  

ﾌﾞﾛｯｸ別給水方式でないところも，給水区域内に配水池が,複数

(2池以上)分散して配置されている。 
  

(2) 

a) 

 

該当項目に○×

のいずれかを記

入する。 

配水池の分散配置 (％)＝｛ ○印の数／○と×印の計 ｝×１００ 

     得点化基準 

         優 (３点)   ８０％以上 

             良 (２点)   ５０％以上～８０％未満 

         可 (１点)   １０％以上～５０％未満 

         不可(０点)   １０％未満 

 

●1  配水池の分散配置の得点 (2) a)               

点 

注)回答できない場合は，得点を0点とする。 

 
b)配水池の容量 

すべての配水池の合計容量は，どれくらいか？ (計画一日最大給水量の何時間分か？) 

 

すべての配水池の合計容量は，計画一日最大給水

量の何時間分か？ 
          (時間分) 

得点化基準 

        配水池の容量は何時間分か？ 

          優 (３点)   15時間以上～72時間未満 

              良 (２点)   12時間以上～15時間未満 

          可 (１点)   8時間以上～12時間未満 

          不可(０点)   上記以外 

 

●2  配水池容量の得点 (2) b)                        点 
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注)回答できない場合は，得点を0点とする。 

 

(3)口径150mm以上の配水管の単口消火栓設置数と率 

〔質問〕口径150mm以上の配水管の単口消火栓の設置率は，いくらか？ 

質問の目的：配水管の口径が大きいほど，消火栓の放水水圧・放水量が確保できる。 

単口消火栓； 

単口消火栓の設置数(個) 割合(%)  配水管口径

(mm) 地下式 地上式 計 計 

５０以下     

７５     

１００     

１５０以上     

合  計    100 

      注) %の表示  ：(小数点以下1桁まで記入，2桁目四捨五入) 

 
得点化基準 

        口径１５０mm以上へ設置の割合 

          優 (３点)  １００％ 

              良 (２点)   ５０％以上～１００％未満 

          可 (１点)   ３０％以上～ ５０％未満 

          不可(０点)   ３０％未満 

 

●3  口径１５０mm以上へ設置の割合の得点 (3)              点 

注)回答できない場合は，得点を0点とする。 

 

(4)単口消火栓の設置されている配水管の口径と単口消火栓1ヶ所あたりの平均点 Ta 

  質問の目的：配水管の口径が大きいほど，消火栓の放水水圧・放水量が確保できる。 
配水管に設置された単口消火栓の点数は，次のTで求める。 

T ＝〔   3点×(１５０mm以上)の個数 ＋ 2点×(１００mm)の個数 

＋1点×(７５mm)の個数 ＋ 0点×(５０mm)の個数  〕 

 

注）得点化基準；Tを求める配水管の口径別の点数の根拠 

           単口消火栓の設置されている配水管の口径 

             優 (３点)  １５０mm以上 

                 良 (２点)  １００mm 

             可 (１点)   ７５mm 

             不可(０点)    ５０mm 

 

また，消火栓の個数から，単口消火栓1ヶ所あたりの平均点は，次式 Taで求める。 

     平均点 Ta = T ÷ 個数   (小数点以下2桁まで記入，3桁目四捨五入) 
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T  配水管に設置された単口消火栓の点数                 点 

●4  Ta＝T÷個数 単口消火栓1ヶ所あたりの

平均点 
(4)              点 

注)回答できない場合は，得点を0点とする。 

 

(5) 口径300mm以上の配水管の双口消火栓設置数と率 

〔質問〕口径300mm以上の配水管の双口消火栓の設置率は，いくらか？ 

   質問の目的：配水管の口径が大きいほど，消火栓の放水水圧・放水量が確保できる。 

双口消火栓; 

双口消火栓の設置数(個) 割合(%)  配水管口径

(mm) 地下式 地上式 計 計 

１５０以下     

２００     

２５０     

３００以上     

合  計    100 

注) %の表示  ：(小数点以下1桁まで記入，2桁目四捨五入) 

 

        得点化基準 

          口径３００mm以上へ設置の割合 

            優 (３点)  １００％ 

                良 (２点)   ５０％以上～１００％未満 

            可 (１点)   ３０％以上～ ５０％未満 

            不可(０点)   ３０％未満 

注)回答できない場合は，得点を0点とする。 

 

(6) 双口消火栓の設置されている配水管の口径と双口消火栓1ヶ所あたりの平均点 Sa 

〔質問〕 双口消火栓の設置されている配水管の口径は，何mmか？ 

   質問の目的：配水管の口径が大きいほど，消火栓の放水水圧・放水量が確保できる。 

配水管に設置された双口消火栓の点数は，次のSで求める。 

S ＝ 〔   3点×(３００mm以上)の個数 ＋ 2点×(２５０mm)の個数 

＋1点×(２００mm)の個数 ＋ 0点×(１５０mm)の個数   〕 

         

注) 得点化基準；Sを求める配水管の口径別の点数の根拠 

         双口消火栓の設置されている配水管の口径 

            優 (３点)  ３００mm以上 

                良 (２点)  ２５０mm 

            可 (１点)  ２００mm 

            不可(０点)  １５０mm 

●5  口径３００mm以上へ設置の割合の得点 (5)             点 
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また，消火栓の個数から，双口消火栓1ヶ所あたりの平均点は，次式 Saで求める。 

平均点 Sa ＝ S ÷ 個数   (小数点以下2桁まで記入，3桁目四捨五入) 

 

S ： 配水管に設置された双口消火栓の点数                              点 

●6  Sa＝S÷個数 ： 双口消火栓1ヶ所あたり

の平均点 
(6)             点 

注)  回答できない場合は，得点を0点とする。 

 

(7)単口と双口の消火栓をあわせた消火栓1ヶ所あたりの平均点 Da 

単口と双口の消火栓をあわせた消火栓1ヶ所あたりの点数 Da は， 

①単口消火栓1ヶ所あたりの平均点  Ta         〔 (4)より 〕 

②双口消火栓1ヶ所あたりの平均点  Sa         〔 (6)より 〕 

から，平均 (幾何平均)により求める。 

   消火栓(単口＋双口)1ヶ所あたりの平均点 ：  

Da ＝ Ta×Sa    (小数点以下2桁まで記入，3桁目四捨五入) 

  ただし ，〔 単口Ta≠0 , 双口Sa＝0 ；単口消火栓はあるが，双口消火栓がない〕場合は ， 

    Da＝Ta   とする。 

●7  Da ＝ Ta×Sa  

：消火栓(単口＋双口)1ヶ所あたりの平均点 
(7)                       点 

注)回答できない場合は，得点を0点とする。 

 

(8) 配水管の口径の決定において，火災近辺の数ヶ所の消火栓を同時開栓で使った消火水量

(m3/min)をいくらに想定しているか？ 

  注)消火栓(消火水量)がある節点の扱い 

管網計算で，消火栓から必要な消火水量が確保できる正確な配水管の口径を求めるには，消

火栓(消火水量)の位置を，解析上ﾓﾃﾞﾙ化して，近くの別の節点に移設させることなく，消火栓

の正確な位置を，1つの節点として設定して，その節点に，消火水量を与える必要がある。(た

とえば,単口の場合，その節点の消火水量は，1.0m3/min  ) 

 

質問の目的：平常時の 1棟火災の場合，消防ﾎﾟﾝﾌﾟ自動車の出動は，4～5台であり，全消防

ﾎﾟﾝﾌﾟ自動車の同時放水のためには，火災近辺の数ヶ所の消火栓を同時開栓で使った消火水量

は，約 4.0m3/min (1栓当たり 1m3／minとして，4～5台で消火活動が可能)が理想である。現

実には，半分程度の能力の場合が多い。 

 

同時開栓の想定数 栓 
同時開栓の消火水量の想定 m3/min 

      得点化基準  
Pa 同時開栓で消火栓を使った消火水量の得点 (1 栓当たり 1m3／min とし

て) 
優 (３点)  4.0m3/min以上(同時開栓4栓以上) 
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          良 (２点)  2.0以上～4.0m3/min未満(同時開栓2～4栓) 

        可 (１点)  1.0以上～２.0 m3/min未満(同時開栓1～2栓) 

        不可(０点)  1.0m3/min未満(同時開栓1栓) 

 

●8  Pa 消火栓を使った消火水量の得点 (8)                            点 

注)回答できない場合は，得点を0点とする。 

 

【参考】｢水道施設設計指針(2000年版)｣の規定する消火栓の機能の条件 

消防水利・消火栓の能力について，消火栓 1個の放水量 1m3/minとし，給水区域内人口 3万

人以上の場合，1火点について，同時開栓で5栓が集中放水できることとしている。 

区域内給水人口40,000人以上の場合は，火点を分割して考える。 

なお，小規模水道では，1栓の放水量を1m3/min，同時に開放する消火栓1栓を標準とする。 

水圧は，1.5kgf/cm2を標準とし，火災時は，動力消防ﾎﾟﾝﾌﾟ自動車を用いる場合，火点(原則

として最末端消火栓の位置)で正圧であればよいとしている。 

消火用水量は，給水人口当たりで，配水池容量・計画1日最大給水量に加算すべき消火用水

量を定めている。 

火災時の消火用水量は，消火栓1栓あたりの放水能力と，同時に開放する消火栓の数から決

定する。 

消火栓の配置を100m～200m間隔に設置するとしている。 

 

 

【参考】｢水道施設設計指針(2000年版)｣では，消火用水量について， 

ｱ) 配水管の受け持つ給水区域内の人口が5万人以下の場合，配水池容量に消火用水

量を加算する。 

表参1  配水池の容量に加算する人口(5万人以下)別消火用水量 

 

 

 

 

 

ｲ) 配水管の受け持つ給水区域内の人口が10万人以下のものについては，配水管の設

計に消火用水量を考慮する。 

表参2 計画一日最大給水量に加算する人口(10万人以下)別消火用水量 

 

 

 

 

 

 

 

人口(万人) 消火用水量(m3)
1 　　　2以上
2 4
3 5
4 6
5 7
6 8
7 8
8 9
9 9
10 10

人口(万人) 消火用水量(m3)
1 100
2 200
3 300
4 350
5 400
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(9) 消火栓の放水能力の点数Qa 

消火栓の放水能力の点数Qaは， 

① 消火栓(単口＋双口)1ヶ所あたりの平均点(幾何平均) Da        〔 (7) より 〕 

② 放水可能な消火水量の得点数 Pa                  〔 (8)より 〕 

から，平均点（幾何平均） Qa により求める。 

消火栓の放水能力の点数 ： Ｑａ ＝ Da×Pa  (小数点以下2桁まで記入，3桁目四捨五入) 

 

●9  Ｑａ ＝ Da×Pa  : 消火栓の放水能力

の評価点   
(9)                            点 

注)回答できない場合は，得点を0点とする。 

 

(10) 消防水利の配置密度 

｢水道施設設計指針(2000年版)｣では，消火栓の設置にあたって，「沿線の建築物の状況など

に配慮し，100～200mm間隔に設置すること」としている。 

一方，｢消防水利の基準｣に基づく消火栓の配置は，用途地域区分と年間平均風速により，「対

象物からの一の消防水利に至る距離を，表1.1に掲げる数値以下となるように設けなければな

らない」，と規定している。 

消火栓の配置についての質問は，(10-2)のように，｢消防水利の基準｣ (表1.1) に基づく内

容とする。 

 

(10-1) ｢消防水利の基準｣に基づく消火栓の配置 

 設  問 回答 番号 記入要領 

消防水利(消火栓等)は，「消防水利の基準(消防庁)」に基づき，

表 1.1に示す用途地域区分と年間平均風速の区分により配置・

整備されている。  

（ 表1.1の消防水利に至る距離に基づく円を描き作図・検討を

実施している ）     ( 注1 ，注2 ) 

 (10-1) 該当項目に
○×のいず

れかを記入

する。 

(注1) 消防水利は平成12年消防庁告示第１号に規定されている。(表1.1参照) 

(注2) 消防水利とは消火栓・防火水槽等である。 

補) 消防水利には，①消火栓，②私設消火栓，③防火水槽，④ﾌﾟｰﾙ，⑤河川・溝，⑥濠・池
等，⑦海・湖，⑧井戸，⑨下水道，がある。消防水利は，消防ﾎﾟﾝﾌﾟ自動車がﾎｰｽで消火用水の

取水が可能な構造になっていなければならない。 
 

(10-2) ｢消防水利の基準｣に基づく消防水利の配置 

｢消防水利の基準｣では，給水区域への消火栓の配置数・配置間隔(距離)は，｢市街地｣または

｢準市街地｣の場合，表1.1に示すように，①風速(年間平均風速が4m/sec未満，あるいは，以

上)，②用途地域の区分により決定する。 

表1.1は，防火対象物から一つの消防水利に至る必要最低限の距離を示す。 

また，｢市街地｣または｢準市街地｣以外の地域で，これに｢準ずる地域｣の消防水利は，当該地
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域内の防火対象物から一の消防水利に至る距離が，140m以下となるように設けなければならな

い。 

表1.1 ｢市街地｣または｢準市街地｣の防火対象物から一つの消防水利に至る距離 

( 市町村の消防に必要な最小限度の水利 ) 

用途地域 
年間平均風速が 

4m/sec未満のもの 

年間平均風速が 

4m/sec以上のもの 

近隣商業地域 

商業地域 

工業地域 

工業専用地域 

100ｍ 

(140m) 

80ｍ 

(113m) 

その他の用途地域及び用途地域

の定められていない地域 

120ｍ 

(168m) 

100ｍ 

(140m) 

備考：用途地域区分は，都市計画法（昭和 43年法律第 100号）第8条第 1項第1号に規定す

るところによる。 

注)(○○m)内の数値は，消防水利点の間隔を示す。 

 

当該地域内の防火対象物から一の消防水利に至る距離は，次の ① ② の条件より， ｢作図｣

して決定する。 

①｢市街地｣または｢準市街地｣の消防水利は，当該地域内の防火対象物から一の消防水利に至

る距離を，表1.1に準拠して求める 

②｢準ずる地域｣の消防水利は，当該地域内の防火対象物から一の消防水利に至る距離が，

140m以下とする 

なお，｢水道施設設計指針(2000年版)｣では，消火栓の設置にあたって，「沿線の建築物の状

況などに配慮し，100～200mm間隔に設置すること」としている。 

 

消防水利の配置密度(消防水利の配置状況)は，表1.1に基づいて，用途地域・年間平均風速

の区分と, 作図方法(図1.3～図1.4) により，作図 ( 図1.1 ，図1.2 )を実施して，消防水

利から円を描き，消防水利が受け持つ範囲の面積を求める。図1.1の斜線部は，消防水利の受

け持ちのない空白域である。ただし，消防水利の受け持ちのない空白域Bを求める際，消防水

利の必要がない区域(空き地，公園，農地，山林等)は，給水区域面積から除く。 

 消防水利の必要がない区域(空き地，公園，農地，山林等)を除いた給水区域面積を K(km2) と

する。 

現状で給水区域面積K(km2)のうち，消防水利が受け持つ範囲の面積を A(km2) とする。 

 現状で消防水利の受け持ちのない空白域(斜線部)を B ＝ K － A (km2) とする。 

 

                             空白域 (斜線部) 

B ＝ K － A 

  

 

 

 

消防水利の受け持ち 
のない空白域（K－A） 
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    図1.1  消防水利配置の受け持ち範囲と空白域部分の作図 

 

消防水利の必要がない区域を除いた給水区域面積

(km2)   K      
           (km2) 

面積K(km2) のうち，消防水利の受け持つ面積(km2)  A             (km2) 

消防水利の配置密度( % )  ( A／K )             ( % ) 

注) K(km2)：消防水利の必要がない区域(空き地，公園，農地，山林等)を除いた給水区域面積。 

km2の表示：(小数点以下1～2桁まで記入，2～3桁目四捨五入) 

%の表示  ：(小数点以下1桁まで記入，2桁目四捨五入) 

消防水利の配置密度 A/K (％) 

＝｛ 消防水利の受け持ち面積A ／消防水利の必要がない区域を除いた給水区域面積K ｝×100 

        得点化基準 

             優 (３点)   ８０％以上 

                 良 (２点)   ５０％以上～８０％未満 

             可 (１点)   １０％以上～ ５０％未満 

             不可(０点)   １０％未満 

 

●12  消防水利の配置密度 A／K (％) の得点 (10-2)             点 

注)回答できない場合は，得点を0点とする。 

 

【参考】「消防水利の基準」の運用について(通達 昭和３９年１２月自消丙教発第１１２号) 

半径140m円内(約200m水利点間隔，ﾎｰｽ本数10本)に，最低１個の消火栓の設置数で，「市街

地」または「準市街地」以外の地域で，これに「準ずる地域」に適用するもので，３０個は１

ｋ㎡当りの消火栓の最低設置数である。 

｢通達｣によれば，｢配置の基準｣において， 

①表1に掲げる数値を半円とした円を描き，消防水利の配置を決定すること 

②従前の基準においては，一の消防水利を中心とし半径140mの円を描いて求める方法(約

200m間隔に相当する)を採用していた市町村が見られたが，この方法は誤りである 

③半径 140mの場合（約 200m間隔に相当する）は，市街地または密集地以外の地域でこ

れに｢準ずる地域｣に適用するものである 

となっている。 

 

【参考】｢消防水利の基準｣ に基づく必要な消防水利の配置数の算出方法 

1. ｢消防水利の基準｣  

｢消防水利の基準｣では，消火水量は，1棟の独立火災に対して，1m3/minで 40分間の継続給

水できるものを最低と定めている。 

消防水利・消火栓の配置は，次の ① ② の条件で，｢作図｣による。 

①｢市街地｣または｢準市街地｣の地域では，防火対象物から一つの消防水利(消火栓等)の至る

距離は，表1.1の数値以下となるように設定しなければならない。 
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 ②｢市街地｣または｢準市街地｣以外の地域で，これに｢準ずる地域｣の消防水利は，当該地域内

の防火対象物から一の消防水利に至る距離が，140m以下となるように設けなければならない。 

 

2. ｢市街地｣，｢準市街地｣，｢準ずる地域｣の定義 

「消防力の基準」および「消防水利の基準」において，次の用語を示している。 

 
 
（1）「市街地」 

 建築物の密集した地域のうち，平均建ぺい率〔 街区（幅員4m以上の道路，河川，公

園等で囲まれた宅地のうち最小の一団地をいう。以上同じ。）における，建築物の建築

面積の合計の，その街区の面積に対する割合をいう。以下同じ。 〕 が，おおむね 10%

以上の街区の連続した区域，又は，二以上の準市街地が相互に近接している区域であっ

て，その区域内の人口が1万人以上のものをいう。 

（2）「準市街地」 

 建築物の密集した地域のうち，平均建ぺい率がおおむね 10%以上の街区の連続した区

域であって，その区域内の人口が1,000人以上1万人未満のものをいう。 

（3）｢準ずる地域｣ 

 平均建ぺい率が10%未満の散居地域，人口1,000人に満たないもの。 

従来の用語の「密集地：人口が100以上1万未満」が， 

「準市街地：人口が1,000以上1万未満」に変更されている。 

 

3. ｢消防水利の基準｣に基づく消防水利点の配置の作図によると，消防水利点数は？ 
防火対象物から一つの消防水利に至る距離ついて，｢市街地｣または｢準市街地｣は，次の (1)

～(3)に示す。 

｢準ずる地域｣は，次の(4)に示す。 

消防水利点の配置の作図( 図1.3, 図1.4 )によると，消防水利点数 〔 表1.1の用途地域

と平均風速で規定する水利点間隔113～168mでなく，半径(113～)140m以下の範囲内で消防水

利の配置数を比較する 〕は，つぎの(1)～(4)のようになる。 

  

(1)表1.1の数値80mの場合：図1.3の(1) 

80m(ﾎｰｽ延長 最高 8本) (水利点間隔 113m)では，半径 113mの範囲内に，最高 5個，一般的

には4個の配置 

 

(2)表1.1の数値100mの場合：図1.3の(2) 

100m(ﾎｰｽ延長 約8本) (水利点間隔140m)では，半径140m(ﾎｰｽ延長10本)の範囲内に，最高

5個，一般的には4個の配置 

 

(3)表1.1の数値120mの場合：図1.3の(3) 

120m(ﾎｰｽ延長 約 9本) (水利点間隔 168m)では，半径 140m の範囲内に，最高 4個，一般的

には3個の配置 

(該当地域の風速等の消防条件が良好であり，用途地域の点からみても比較的に安全であるこ

とから配置密度が緩和されている) 
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(4)図1.4の数値140mの場合：｢準ずる地域｣(｢市街地｣または｢準市街地｣以外の地域)：図1.4 

140m(準ずる地域)では，半径140m(ﾎｰｽ延長 10本) (水利点間隔198m≒200m)の範囲に 最低

1個の配置 

 

 

注)消防水利は防火対象物から『140m以下』に設置しなければならない根拠； 図1.4 

有効に導水できる範囲として，消防水利から防火対象物までの直線距離の最高が 140mであ

ることを基礎としている。 

 この距離は，消防ﾎﾟﾝﾌﾟ自動車で長時間にわたり無理にない放水を継続でき，かつ，ﾎｰｽを延

長する時間において妥当な限界を考慮し，ﾎｰｽ延長本数 10本(約 200m)以内であるとし，直角

に交じった道路に沿ってﾎｰｽ延長を行う場合のﾎｰｽの屈曲を考慮し，幾何学的な算定から求めた

距離である。 

(出典)消防力の基準研究会；第三次改訂版逐条問答 消防力の基準・消防水利の基準，p161～

162,ぎょうせい，2000.3 
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図1.2 水利配置パターン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1.3 消防水利配置の作図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1.4 ﾎｰｽ延長と到達距離の関係 
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(11) 消火栓の個数／給水区域面積(km2)  

給水区域の面積は，何km2（1000m×1000m）か？  

給水区域の単口消火栓あるいは双口消火栓の数は，給水区域面積(km2)当たり何個か？ 

給水区域のすべての消防水利(消火栓も含む)の数は，給水区域面積(km2)当たり何個か？ 

 質問の目的：消火栓の配置密度(個／km2)が高いほど，ﾎｰｽ(1本あたり20m，18.2m)本数が少

なくてすみ，消防活動で制御可能な時間は，発見～ﾎｰｽ延長開始時間〔x2～x4：後述【参考】；

神戸市の例〕であり約8分程度の時間である。公設消防力である消防ﾎﾟﾝﾌﾟ自動車が，消火活

動を開始するまでの時間(x2～x4)を短くすることで延焼拡大が制御できる。 

 

a) 給水区域の消火栓 
 

a-1)給水区域の消火栓数 

〔質問〕 給水区域内の消火栓数は，いくらか？ 

注)双口消火栓1基は，保有数2として数える。2倍するのは，単口消火栓と違って， 

双口消火栓には，消防ﾎﾟﾝﾌﾟ自動車2台分の設置が可能なためである。 

( 消火栓個数 ＝ 単口消火栓個数＋2×双口消火栓個数 ) 

 

消防水利の必要がない区域を

除いた給水区域面積(km2)   K 
消火栓個数 個数／面積K(km2) 

   

  注) K(km2) ： 消防水利の必要がない区域(空き地，公園，農地，山林等)を除いた給水区

域面積。 

    km2の表示 ： (小数点以下1～2桁まで記入，2～3桁目四捨五入) 

個数／面積K(km2)の表示  ： (小数点以下1桁まで記入，2桁目四捨五入) 

得点化基準 

Fa  消火栓の配置密度〔 個数／消防水利の必要がない区域を除いた給水区域面積K (km2) 〕 

の得点 

  優 (３点)  ８４個／面積K(km2)以上～１８９個／面積K(km2)以上 

    良 (２点)  ４７個／面積K(km2)以上～ ８４個／面積K(km2)未満 

  可 (１点)  ３０個／面積K(km2)以上～ ４７個／面積K(km2)未満 

  不可(０点)  ３０個／面積K(km2)未満 

 

●13  Fa  消火栓の配置密度 〔 個数／面積K(km2) 〕

の得点 
(11) a-1)                点 

注)回答できない場合は，得点を0点とする。 
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a-2) 消火栓の評価 

 消火栓の評価は， 

①消火栓の放水能力の得点数 : Qa             〔 (9)より 〕 
②消火栓の配置密度 〔 個数／面積K(km2) 〕の得点数: Fa   〔 (11)の (a-1)より 〕 

により，次式 Ea により求める。 

    消火栓の評価点 ： Ea＝ Qa×Fa    (小数点以下 2桁まで記入，3桁目四捨五入) 
 

●14  Ea＝ Qa×Fa ： 消火栓の評価点  (11) a-2)                         点 

注)回答できない場合は，得点を0点とする。 

 

b)給水区域の消防水利数(消火栓・防火水槽等すべての水利) 

 給水区域のすべての消防水利(消火栓・防火水槽等すべて)の数は，いくらか？ 

注)双口消火栓1基は，保有数2として数える。2倍するのは，単口消火栓と違って， 

双口消火栓には，消防ﾎﾟﾝﾌﾟ自動車2台分の設置が可能なためである。 

( 消火栓個数 ＝ 単口消火栓個数＋2×双口消火栓個数 ) 

(すべての消防水利の個数＝消火栓個数＋防火水槽等その他の消防水利) 

 

消防水利の必要がない区域を

除いた給水区域面積(km2)   K 
すべての消防水利点の個数 個数／面積K(km2) 

   

       注) K(km2) ：消防水利の必要がない区域(空き地，公園，農地，山林等)を除いた給水

区域面積。 

   km2の表示：(小数点以下1～2桁まで記入，2～3桁目四捨五入) 

 個数／面積K(km2)の表示  ：(小数点以下1桁まで記入，2桁目四捨五入) 

 

得点化基準 

   Fb すべての消防水利の配置密度； 

〔個数／消防水利の必要がない区域を除いた給水区域面積K(km2)〕の得点 

  優 (３点)  ８４個／面積K(km2)以上～１８９個／面積K(km2)以上 

        良 (２点)  ４７個／面積K(km2)以上～ ８４個／面積K(km2)未満 

    可 (１点)  ３０個／面積K(km2)以上～ ４７個／面積K(km2)未満 

    不可(０点)  ３０個／面積K(km2)未満 

 

●15  Fb すべての消防水利の配置密度〔個数／面積

K(km2)〕の得点 
(11) b)             点 

注)回答できない場合は，得点を0点とする。 

  



 参考-28 

【参考】消火栓の個数(配置密度)の根拠 ； 表参3  ， 図参1 

      (出典) 堀内三郎 ： 都市の消防施設に関する研究，京都大学学位論文 ，1961 

 

        30個／面積(km2)  ：(ﾎｰｽ 10本)，(ﾎｰｽの延長に要する時間2.6分) 

47個／面積(km2)  ：(ﾎｰｽ  8本)，(ﾎｰｽの延長に要する時間2.2分) 

84個／面積(km2)  ：(ﾎｰｽ  6本)，(ﾎｰｽの延長に要する時間1.8分) 

189個／面積(km2)  ：(ﾎｰｽ  4本)，(ﾎｰｽの延長に要する時間1.4分) 

 

 

表参3 消防水利点(消火栓，その他の消防水利)の配置密度と 

     ﾎｰｽ延長本数 および ﾎｰｽ延長に要する時間 

 

 

 

 

 

    

 

 

  

 

 

 

水利点の配置密度 ﾎｰｽ延長本数

(個／km
2
) (本) 消火栓 その他の水利

755 2 1.1 1.3
335 3 1.3 1.5
189 4 1.4 1.6
120 5 1.6 1.9
84 6 1.8 2.0
63 7 2.0 2.3
47 8 2.2 2.4
38 9 2.4 2.6
30 10 2.6 2.8
25 11 2.7 2.9
20 12 2.9 3.1
17 13 3.0 3.2
14 14 3.1 3.4
11 15 3.3 3.6
10 16 3.5 3.7

ﾎｰｽ延長に要する時間(min)
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図参1 (a) ﾎｰｽ延長本数とﾎｰｽ延長に要する時間の関係 

       (b) 水利点の配置密度とﾎｰｽ延長本数との関係 

 

 

 

【参考】 消火活動の時間 ； 神戸市の例 ( 10年間 ： 昭和49～58年 ) 

   消火活動の時間 ＝ x1 ＋ x2 ＋ x3 ＋ x4 

    x1 ：出火～発見・通報 5.1分 

  x2 ：発見～覚知 2.29分 

    x3 ：覚知～現場到着 3.91分 

  x4 ：現場到着～ﾎｰｽ延長開始 1.89分 

  x2～x4  8.09分 

  x1～x4 13.19分(火災規模 129.8m2) 

  開始～鎮圧まで 23.1分 

  鎮圧～鎮火まで 46.9分 

  開始～鎮火まで 70.01分 

  死傷者数 0.49人／100m2 
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(12) 消火栓の運用体制 

  設  問 回答 番号 記入要領 

火災現場の消火活動で，消火栓を使用する際，リアルタイムで，

消防局・消防署から水道局への連絡体制が整っている。 

 

消防活動で消火栓の使用後，消防局・消防署から水道局へ，放

水した状況(放水量，使用消火栓の位置，消火栓の開栓度合い，

水の出具合等)の結果報告がされている。 

 

火災時に複数の消火栓を同時に使用した場合，消火用水の供給

能力不足が問題になったことはない。(過去５年間程度の実績) 
 

地震・災害直後は，飲料水よりも，まず第 1に，出火による 2

次災害の拡大を防ぐため，消火用水の確保を優先している 。(注

1) 

 

地震・災害直後は，消火栓の放水能力を確認する等の活動に対

して，水道事業体としての体制は整っている。(注2) 
 

(12) 該 当 項 目

に ○ × の

い ず れ か

を 記 入 す

る。 

 

 
 

 (注1) 平成７年阪神・淡路大震災の体験から重要視されている。地震・災害直後は，消火用

水・医療用水の確保が第一優先で，直後に発生する火災等の二次災害が終焉して後，飲料水の

確保となる。 

（注2）地震直後の火災時に，消火用水を確保するため，水道側も消防隊と協力して，消火栓

の放水能力を確認する等，水道事業体としての体制は整っているか？ 

 

消火栓の運用体制とその信頼性(％)＝｛ ○印の数／○と×印の計 ｝×１００ 

     得点化基準 

         優 (３点)   ８０％以上 

             良 (２点)   ５０％以上～８０％未満 

         可 (１点)   １０％以上～ ５０％未満 

         不可(０点)   １０％未満 

 

●17  消火栓の運用体制とその信頼性の得点 (12)               点 

注)回答できない場合は，得点を0点とする。 
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【参考】地震後の水道ｼｽﾃﾑに要求される機能水準 

地震後の水道システムに要求される機能水準は，地震後の2次的に派生する同時多発火災が

大火となるのを防ぐための消火用水を確保するため，および，病院で生命に関わる水の必要量

を確保するため， 

第1段階に  初期消火用水（市民の初期消火活動），医療用水， 

さらに，公設消防力である消防ﾎﾟﾝﾌﾟ自動車が消火活動に必要な消火用水を確保するため， 

第2段階に  消火栓を使用する消火用水， 

を重点目標とした 表参4 を提案する。 

 

表参4  地震後の水道ｼｽﾃﾑに要求される機能水準 

区分 

 

需要点 

 

用途 

 

最低限の要求機能水準 

  第1段階   市民の初期消火 

水道のじゃ口 

市民が使える消火栓 

消火用水        

 

流量・水圧 

 

  第2段階  消火栓       消火用水        流量・水圧 

  第3段階  広域避難所等 生命維持 3 L／人･日   *① 

  第4段階  一般家庭   最低限の都市生活 100 L／人･日 *② 

  注1)  *① 災害救助法の基準水量 

      *② 神戸市水道耐震化指針 , 1995.6 

注2)地震後の時間的な経過について， 

  第1段階 ；地震直後 ～ 30分程度 

(初期消火に失敗し，その後，延焼拡大したら危険ゆえ避難) 

  第2段階 ；地震直後 ～ 2日程度（2日程度で延焼拡大した街区が燃え尽きる） 

  第3段階 ；数時間後 ～ ２・３日 

第4段階 ；4日 ～ 
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３） 市民の初期消火活動の消火用水 

出火直後の延焼拡大の抑制に効果的な市民の初期消火活動に対して，質問では，市民が使え

る消火栓の整備状況や，各家庭で，じゃ口にﾎｰｽを設置して消火できる給水管の機能(口径，水

圧)を調査する。 

図1.5は，各種防火対策の有効限界と組合せを示す。市民の自主的な初期消火活動が最も効

果的である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1.5 各種防火対策の有効限界と組合せ 

 

市民の初期消火活動について質問の目的： 

火災の初期段階において，消防ﾎﾟﾝﾌﾟ自動車が到達するまでに，市民が使える消火栓や，市民

が水道水(水圧を利用してじゃ口にﾎｰｽを設置する等で)で初期消火活動を実施することは，延

焼の拡大を初期段階で抑制できるため有効である。 

市民が初期消火可能な水量・水圧が確保できるためには，給水管の口径が20mm以上，水圧が

1.5～2.0kgf/cm2程度必要である。 

平常時においては，消防ﾎﾟﾝﾌﾟ自動車が到着するまえに，発火直後の延焼抑制に市民の初期消

火は最も効果がある。 

また，地震時についても，阪神・淡路大震災の神戸市(特に，長田区・須磨区)大火のように，

地震直後の同時多発火災では，公設消防力が圧倒的に不足するため，発火直後に市民による初

期消火の実行が決め手となり，日常から使い慣れたじゃ口・消火栓が消火手段として市民が利

用できる必要がある。 

 

 質問では，市民が使える消火栓の整備状況や，各家庭で，じゃ口にﾎｰｽを設置して消火でき

る給水管の機能 ( 口径，水圧 ) の実状について調べる。 
 

 

 

 

 

｛

（堀内）都市計画的対策
（保野）街区の都市計画的対策

（堀内）建築的対策
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(13) 市民による初期消火体制 

 設  問 回答 番号 記入要領 

公設消火栓以外に市民が使える初期消火設備の消火栓(たとえ

ば，口径 40mm消火ホ－ス，放水量 0.1ｍ3／分程度)が設置して

ある。 

 

消防車の通行不能な狭隘道路の密集地区に市民が使える初期消

火設備の消火栓(口径40mm消火ホ－ス，放水量0.1ｍ3／分程度)

が設置してある。 

 

市民が使える初期消火設備の消火栓の使用例(消防訓練を含む)

がある。 
 

各家庭の屋外の水栓柱に取り付けられたホ－スによる放水が初

期消火に有効活用されている事例がある。 

 

(13) 

 
 

該当項目に○×

のいずれかを記

入する。 

 

市民による初期消火体制 (％)＝｛ ○印の数／○と×印の計 ｝×１００ 

     得点化基準 

         優 (３点)   ８０％以上 

             良 (２点)   ５０％以上～８０％未満 

         可 (１点)   １０％以上～ ５０％未満 

         不可(０点)   １０％未満 

 

●18  市民による初期消火体制の得点 (13)               

点 

注)回答できない場合は，得点を0点とする。 

 

(14) 各家庭の給水メ－タ口径別設置数と率 

  〔質問〕 給水ﾒｰﾀ口径20mm以上の設置率は，いくらか？ 

 

メ－タ口径 (mm) 設置数(個) 割合(％) 

１３   

２０以上   

 

        得点化基準 

       口径２０mm以上の設置割合 

         優 (３点)  １００％以上 

             良 (２点)   ５０％以上～１００％未満 

         可 (１点)   ３０％以上～ ５０％未満 

         不可(０点)   ３０％以下 

 

●10  口径２０mm以上の設置割合の得点 (14)             点 

注)回答できない場合は，得点を0点とする。 

 

(15) 各家庭の平均給水圧はいくらか？  

  〔質問〕 給水区域内の末端給水栓における平均給水圧は，およそいくらか？ 
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得点化基準 

                      給水区域内の平均給水圧 

       優 (３点)  ２．０ kgf/cm2以上 

良 (２点)  １．０ kgf/cm2以上～２．０kgf/cm2未満 

可 (１点)  ０．５ kgf/cm2以上～１．０kgf/cm2未満 

          不可(０点)  ０．５ kgf/cm2未満 

 

●11  給水区域内の末端給水栓における平均給水

圧の得点 

(15)             

点 

注)回答できない場合は，得点を0点とする。 
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４） 水質管理・図面管理・消火栓の財源について 

 

(16) 水質管理：消火栓からの放水のﾄﾞﾚﾝ効果(洗管) 

  消火栓から，定期的に放水(街路樹へ散水等)することが，配水管のﾄﾞﾚﾝ効果(洗管)となり，

配水管内のにごり等の水質管理が可能である。 

 

【参考】 ｢水道施設基準(1958年版)｣ より 

 ［ 配 置 ］ 

配水管は，行止り管をさけ，網目式に配置すること。やむを得ず行止り管となるときは，で

きるだけ その「末端に，消火栓を設ける」こと。（以下省略） 

(解説) 行止りの支管は，給水量の少ないときは管内の水が停滞しがちで，いきおい水質の

悪化を招き，また，管の内面にさびこぶができやすく，したがって，水の流通も悪くなる。一

方，給水量の多いときは，損失水頭が大となって水圧の低下を招き，特に火災の場合，行止り

管に設けてある消火栓を使用するときは，消火用水量の集中放水の際，非常に不利となる。ま

た，配水管の一部に事故が生じ，または,工事のためその部分を前線の制水弁で断水する場合

に，網目式にしておくと給水上の支障が少なくてすむ。特に，「行止り管の末端に消火栓を設

ける」のは，水質悪化のおそれのあるとき，これを利用して適宜排水できるようにしておくた

めである。 

   

 

 設  問 回答 番号 記入要領 

「公設消火栓」による放水がドレン効果(洗管)として配水管路

の水質保全に役立っている。 

 

 

「市民が使える消火栓 (初期消火設備)」による放水がドレン効

果(洗管)として配水管路の水質保全に役立っている。 

 

 

「公設消火栓」・「市民が使える消火栓 (初期消火設備)」による
放水がドレン効果(洗管)として配水管路の水質保全に役立った
実施例がある。 

 

(16) 該当項目に○×

のいずれかを記

入する。 

 

 

  水質管理 (％)＝｛ ○印の数／(○と×印の計 )｝×１００ 

     得点化基準 

         優 (３点)   ８０％以上 

             良 (２点)   ５０％以上～８０％未満 

         可 (１点)   １０％以上～ ５０％未満 

         不可(０点)   １０％未満 

 

●16  消火栓を活用した水質管理の得点 (16)                点 

注)回答できない場合は，得点を0点とする。 

(17) 消防水利(消火栓等)の情報管理充実度   

〔質問〕施設の情報として，水道施設(種類，位置，配水管口径，等)の加えて，消火栓の位置・
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種類(地上式・地下式，単口・双口)，その他の消防水利(防火水槽等)の種類・位置等を表示し

た資料(図面等)や，運用面の情報として，消防水利(消火栓)の補修・更新履歴，消火栓の使用

実績・履歴，等の情報は，どのように管理されているか？ 

情報処理機器(ﾊﾟｿｺﾝ等)の活用で，施設情報および運用情報について，消防水利(消火栓等)

情報管理ｼｽﾃﾑ（図面管理，使用実績等ﾃﾞｰﾀ管理，等）の導入状況を想定する。 

 

    得点化基準 

 優 (３点) 施設情報および運用情報を消防水利(消火栓等)情報管理ｼｽﾃﾑで運用実施 

  良 (２点) 施設情報管理のみで，位置等の表示した資料(図面等)を毎年更新 

 可 (１点) 施設情報管理のみで，位置等の表示した資料(図面等)はあるが更新は不定期 

 不可(０点) 施設情報管理のみであるが，精度の高い位置等の表示した資料(図面等)がない 

 

●19  消防水利(消火栓等)情報管理充実度の

得点 
(17)               点 

注)回答できない場合は，得点を0点とする。 

 

〔質問〕消防水利(消火栓等)の施設情報および運用情報の情報管理は，どのような内容(管理

方法，機能・しくみ等)で行っているか？ 

〔内容の概要を記入〕 
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(18) 消火栓の財源確保 

 

  設  問 回答 番号 記入要領 

消火栓の設置および管理に関する経費だけでなく，消火栓の設

置に伴う水道管の増設，口径の増大等に要する全経費は，当水

道事業体では，一般会計から負担を受けている。(注1) 

 

消火栓の設置および管理に関する経費，消火栓の設置に伴う水

道管の増設，口径の増大等に要する経費等を一般会計で負担す

ることを協議したことがある。 

 

(18) 該 当 項 目

に ○ × の

い ず れ か

を 記 入 す

る。 

 (注1) 「地方公営企業繰出金について(抄)」(平成12年4月21日)自治企第37号 

        「公営企業法施行令」一般会計において負担する経費(第八条の五の一) に明示さ

れている。 
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【参考】水道関係者への整備目標の提案 

水道関係者に対して，市民の初期消火活動等による都市の防火対策について次のような整備

目標を提案する。 

①市民が日常にいざというときに備えて用意できること。 

 (屋内と屋外の水道蛇口と散水栓にホースを設置しておく。バケツに水を用意しておく。砂

袋や植木鉢を用意しておく。) 

②市民の初期消火が実施できるようにすること（出火後約5分以内，焼損面積3.3m２）。 

 水道は市民が使える初期消火に必要な水を提供できるようにする。 

 市民が公設消火栓を使って放水できるようにする（残存水圧2kgf/cm２程度）。 

 配水管（φ50～75mm）に消火栓を設置し，その消火栓にﾎｰｽを常時直結していつでも市民が

使用可能（放水量≒0.25m3/min，放水距離≒18m）にしておく。 

③公設消防力が機能発揮できるように公設消火栓の残存水圧を約2kgf/cm２以上に保つこと（出

火後約15～20分以内，焼損面積300m２）。 

 消火栓は一般に単口消火栓が設置されているが，双口消火栓の放水能力のほうが，はるかに

優れており，双口消火栓を設置する必要がある。 
④街区ﾚﾍﾞﾙ（5000m２）では，防災道路・公園・緑地・樹林帯等で都市計画的対策と組み合わす

とともに，公設消防力により消火活動ができる配水管の能力を保持すること。 

 これは，神戸市大火資料（平常時）で，約 6,000m2を消火活動した実績に基づいて提言して

いる。 

 5000m２の消火を実現するためには，（平常時；消防ﾎﾟﾝﾌﾟ自動車台数22台，単口消火栓数22

基以上，１分あたりの放水量 約22m３/min，放水量2200～2800m３），地震時；消防ﾎﾟﾝﾌﾟ自動車

台数22～24台で平常時より到達が遅れることを想定）が必要である。 

 

また，大多数の都市は消火栓の設置費用のみが，消火用水に係る費用であると，理解されて

いるようであるので，平常時および地震時の消火用水を考慮した管路設計を行い，配水管を増

強する経費を算出すべきである。 

これら整備目標が今後，実現されれば，平常時建物火災に対して，安全に暮らせる都市づく

りの実現に近づくのではないかと思われる。しかもこれらの対策は地震時にもかなり有効であ

ると思われる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1.5 各種防火対策の有効限界と組合せ（再掲） 
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【参考】【 消防局に問い合わせる事項 】 

質問の目的：消防側が，水道側に求める条件が十分満足しているか・改善すべき点ないかどう

かを問い合わせる。 

 

(1)〔質問〕出火原因 

質問の目的；日本全国の統計では，出火原因の第1位は，｢放火(放火の疑い)｣であるが，地域

性もあることから，対象都市の過去の統計を調べる。 

 

(2)〔質問〕給水区域の出火件数 

    ・出火率＝出火件数／給水人口 

質問の目的；出火件数から，出火率を求め，消火栓が持つべき効果(配置状況，水圧・水量)を

調べる。給水区域の実際の消防活動で，消火栓の配置数，水圧・水量で不足はなかったか，事

例を調べる。 

 

(3) 〔質問〕表1に示す消火栓の配置を決定する以下の諸元で消防側と水道側で協議している

か？ 

      表1に基づいて協議根拠となる消防水利の配置図・資料を作成しているか？ 

    ・給水区域の用途地域区分 

    ・年間平均風速 

    ・建ぺい率(市街地・準市街地の平均建ぺい率は10%以上の街区) 

 

質問の目的；表1に示す区分に基づき，用途地域ごとに年間平均風速から，最低限必要な対象

物から1つの消防水利に至る距離を求める。求めた距離を満足しているかどうか，対象とする

給水区域の消火栓の配置距離を検証する。 
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５） 診断結果の評価 

 設問１～19の得点を表1.2に転記し，得点合計及び評価点を算定する。 

 

 表1.2 消火栓・消火用水機能診断結果の集計 

消 火 用 水 項目   年度

機能分類  評価指標 算出方法 得点 

設問 

番号● 

(2) a) 配水池の数 (2) a)   1 

(2) b) 配水池の容量 (2) b)   2 

(3)配水管(150mm以上)の単口消火栓設置率 (3)   3 

(4)単口消火栓1ヶ所あたりの平均点 : Ta (4)   4 

(5)配水管(300mm以上)の双口消火栓設置率 (5)   5 

(6)双口消火栓1ヶ所あたりの平均点 : Sa  (6)   6 

(7)(単口+双口)消火栓1ヶ所あたりの平均点 : Da (7)   7 

(8)消火用水量の設定 : Pa (8)   8 

  

消火用水・消

火栓の水理

的機能 

(9)消火栓の放水能力 ：Qa (9)   9 

          

(14)各家庭の給水メ－タ口径２０mm以上設置率 (14)   10 

(15)給水区域内の平均給水圧 (15)   11 

初期消火で

市民が使う

水理的機能         

(10-2)消防水利の配置密度 (10-2)   12 

(11) a-1)消火栓の個数／面積(km2) : Fa (11)a-1)   13 

(11) a-2)消火栓の評価 ：Ea (11)a-2)   14 

消防水利・   

消火栓    

の配置 

(11) b)すべての消防水利の個数／面積(km2) : Fb (11) b)   15 

          

水質的機能 (16)配水管の水質管理 (16)   16 

          

(12)消火栓の運用体制 (12)   17 消火活動 

の体制 (13)市民による初期消火体制 (13)   18 

          

(17)消防水利(消火栓等)管理充実度 (17)   19 

 

基

本

性

能 

消火栓 

情報管理         

得点合計値         

  
評価点 

得点合計を57点(19項目×3点)で除して100を掛けて，100点満

点での点数を与える : 評価点＝(得点／57)×100 
  

  

 
(回答のみ) 

(1) 給水区域の消防水利の保有数              (保有数，割合) 

(10-1) ｢消防水利の基準｣に基づく消火栓の配置       （○，×） 

(18) 消火栓の財源確保                  （○，×） 
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【参考資料４】 水道施設の機能低下現象と原因 
 

1. 取水施設 

 

1.1 井戸取水（浅井戸，深井戸）及び集水埋管 

 

大分類 中分類 小分類 原  因 原因詳細 診断項目 

水量（計画取水量が確保できない）    

比湧水量は

減少してい

ない 

 取水ポンプの不調，計器異

常 

羽根車の磨耗，モータの劣化，

揚水管の破損，計器故障 

〔診断〕電圧計，電

流計，圧力計，流量

計，水位計 

〔対策例〕ポンプ点

検修理，ポンプ交換 

地下水位の低下 目詰まり 土砂，スケール付着，腐食，

バクテリア，気泡，酸化物 

〔診断〕水中カメラ，

揚水試験，水質調査 

〔対策例〕部分補修，

二重ケーシング，井

戸清掃 

周辺地下水位も

低下（井戸） 

地下水盆の水位低下（過剰

揚水，涵養量の減少） 

井戸干渉，季節変動，地下水

盆としての枯渇 

〔診断〕揚水試験，

一斉測水調査，広域

水質調査 

〔対策例〕揚水量の

適正化，井戸増設，

井戸更新 

 

比湧水量の

減少 

周辺地下水位も

低下（集水埋管） 

表流水の水位低下，河床低

下，流心の変化 

洗掘，季節変動，流量減少 〔診断〕揚水試験，

河川水準測量，水位

測定 

〔対策例〕更新（埋

設深変更，開孔率変

更，延長変更等） 

水質（水質の悪化）    

砂の流出は

ない 

 地下水賦存環境，水脈変化，

河川水質の変化 

塩水化，表流水質の悪化，汚

染水の侵出，他帯水層の漏水，

微生物の繁殖 

〔診断〕水中カメラ，

層別揚水試験，水位

測定，水質調査 

〔対策例〕部分改修，

井戸移転・掘替，浄

水施設整備 

揚水量は変化し

ない 

井戸破損，堆砂 スクリーンの破損，充填層の

破壊，井内堆砂 

〔診断〕水中カメラ，

水質調査 

〔対策例〕二重ケー

シング，井戸清掃，

改修 

 

砂流出量の

増加 

揚水量の増加 井内流入速度が過大 過剰揚水 〔診断〕比湧水量，

流入速度の試算，流

量制御弁開度 

〔対策例〕揚水量を

減らす，ポンプ位置

変更 
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1.2 表流水取水施設（取水口，取水枠，集水門等）及び沈砂池 

 

大分類 中分類 小分類 原  因 原因詳細 診断項目 

水量（計画取水量が確保できない）    

流量計の故障 計器故障による指示値増加 計器校正 

付属機器類の故障による流量

信号の異常発信 

計器校正 

計器指示値異常 

流量調節弁の異常 

流量計との制御システム異常 システム調査 

流量の過大 

機器類の異常 取水ポンプ仕切弁異常 摩耗による弁開度増大 （弁閉方向操作） 

流量計の故障 計器故障による指示値増加 計器校正 

付属機器類の故障による流量

信号の異常発信 

計器校正 流量調節弁の異常 

流量計との制御システム異常 システム調査 

取水ポンプ制御の設定見直

し 

ポンプの摩耗による所定水量

確保不能 

機器診断 

水位，河床変化等 取水可能量診断，取

水施設構造改良，位

置変更，水位調整設

備の点検 

異物の侵入による機能低下 清掃，検知 

堆砂による機能低下 清掃 

 

流量の不足 取水量の低下 

取水能力の低下 

設備の劣化（ゲート等） 設備の更新 

水質（水質基準の遵守が困難となる）    

恒久的な水源水質の悪化 水源水質の悪化 

（水質汚濁，塩水化等） 

水処理施設の整備，

取水地点の変更，水

源水質対策設備の設

置 

水源水質の悪化 

（水質汚染） 

水処理施設の付加，

取水地点の変更，水

源水質対策設備の設

置 

 水質異常 浄水処理設備で

処理できない項

目について原水

水質が水質基準

を超える 一時的な水源水質の悪化 

水源事故 検知体制の強化 
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2 浄水施設１） 

（１）浄水全般 
 

大分類 中分類 小分類 原  因 原因詳細 診断項目 

水量（安定した処理水量が確保できな

い） 

   

堰式流量計の場合藻類の付着 （清掃） 

着水井への砂堆積による影響 （清掃） 

流量計の故障 

計器故障による指示値増加 計器校正 

付属機器類の故障による流量

信号の異常発信 

計器校正 

計器指示値異常 

流量調節弁の異常 

流量計との制御システム異常 システム調査 

流量の過

大 

機器類の異常 取水ポンプ仕切弁異常 摩耗による弁開度増大 （弁閉方向操作） 

コンクリート水槽          

着水井 

漏水調査 

 凝集沈殿池  

 ろ過池  

漏水によるマスバランス不

良 

 浄水池、配水池  

堰式流量計の場合藻類の付着 （清掃） 

着水井への砂堆積による影響 （清掃） 

流量計の故障 

計器故障による指示値増加 計器校正 

付属機器類の故障による流量

信号の異常発信 

計器校正 流量調節弁の異常 

流量計との制御システム異常 システム調査 

最大処理水量が

出ない 

取水ポンプ台数制御の設定

見直し 

ポンプの摩耗による所定水量

確保不能 

機器診断 

最低確保流量の見直し 計器可能測定下限誤差範囲か

どうかで最低流量設定が正当

かどうか 

計器補整    

（再設定） 

着水井への砂堆積による影響 （清掃） 流量計指示の異常 

計器故障による指示値低下 計器校正 

付属機器類の故障による流量

信号の異常発信 

計器校正 流量調節弁の異常 

流量計との制御システム異常 システム調査 

 

流量の不

足 

最低確保流量以

下となる 

取水ポンプ台数制御の設定

見直し 

ポンプの摩耗による所定水量

確保不能による 

機器診断 

水質（水質基準の遵守が困難となる）    

濁度上昇に見合った凝集剤注

入率が見直されていない 

注入量調査 

アルカリ剤注入が必要になる

が、その設備がない 

注入量調査 

取水量と凝集剤注入率の演算

式が修正されていない 

注入量調査 

原水平均濁度の上昇 

凝集剤注入率式の定数が変更

されていない 

注入量調査 

アルカリ剤注入が必要になる

が、その設備がない 

注入量調査 アルカリ度の減少 

アルカリ度低下による注入率

の見直しが出来ていない 

注入量調査 

 濁度上昇 沈殿池処理水濁

度が０．５～１．

５度を超過 

ｐＨ値の変化 最適凝集ｐＨにない 注入量調査 
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水温の低下 水温１０度を下回ると凝集性

が低下するため凝集剤を多く

する必要 

注入量調査 

撹拌機の混合能力低下（機器

劣化も含む） 

Ｇ値、機器診断 混和池での撹拌能力の低下 

薬品注入点の不適正による撹

拌不良 

注入量調査 

緩速撹拌不良 撹拌機の混合能力低下（機器

劣化も含む） 

Ｇ値、機器診断 

沈殿時間不足、構造的な短絡

流の発生 

（機器調査） 

水温による密度流の発生によ

るキャリオーバー 

（機器調査） 

排泥時間・間隔の過小により

排泥すべき汚泥が沈殿池内に

堆積しキャリオーバーを促進

する 

（機器調査） 

排泥管の閉塞による同上現象

による 

（機器調査） 

汚泥掻き寄せ機の機器故障 （機器調査） 

集水トラフ接近流速の設定不

良によるフロックの巻き上げ 

（機器調査） 

傾斜装置等への藻類の付着に

よる有効沈殿時間の短縮によ

るもの 

（機器調査） 

傾斜装置等の脱落等の機器故

障 

（機器調査） 

 

薬品沈殿池の運転異常及び

沈殿不良 

計装設備の故障  

薬品沈殿池の運転異常及び

沈 

殿不良 

上記薬品沈殿池の運転異常及

び沈殿不良によるもの 

 

ろ材の微細化・付着物の増大

等による劣化により所定のろ

過速度がとれない 

ろ材分析（ろ過砂機

能診断） 

ろ材による原因と想定され

るもの 

支持床の閉塞・破損等による

不陸・マッドボールの発生 

ろ材分析（ろ過砂機

能診断） 

ろ過池支持床の原因と想定

されるもの 

支持床の閉塞・破損等による

ろ過速度過小 

（支持床調査） 

洗浄不良（洗浄水量過小、機

器類故障等による） 

（容量調査） 

 

ろ過水濁度が 

０．１度を超過 

ろ過池の運転異常 

計装設備の故障  

原水中のアンモニア性窒素が

増加し、クロラミン化が進み

遊離塩素として充分に効果的

でない 

原水水質分析 

鉄・マンガンの増加による塩

素消費量の増大 

原水水質分析 

原水水質変化によるもの 

 

 

 

その他有機物等の増加 原水水質分析 

排水処理返送水の増加によ

る 

もの 

汚濁物質が多い返送水の増加

により塩素注入率の変更が必

要 

 

次亜塩素の保存期間超過に

伴 

う品質劣化    

２０～３０日が最大保存期間

でありそれを越えると有効塩

素が低下する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

残留塩素濃

度の低下及

び上昇 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

浄水の遊離残塩

が確保できない 

機器類故障、測定不良 計装設備の故障  
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計器の維持管理要  

注入器の不良  

ｐＨ値の低下による反応遅

延 

ｐＨが下がると次亜塩素酸 

（ＨＣｌＯ）の方が次亜塩素

酸イオンより多くなる。その

結果反応速度が遅くなる。 

ｐＨ変化測定 

 

 

 

 
残留塩素濃度が

一定値に収斂し

ない 

 

 水温の低下による反応遅延 同上 水温変化測定 

注入場所の構造欠陥による

混合不良 

注入にムラがでたり、停止時

の液漏れ、背圧弁の故障等に

よる 

（設備改善） 

ディフューザーの目詰まり 目詰まりによる不連続注入か

らの残塩不安定 

（設備改善） 

排水処理返送水の増加によ

るもの 

被酸化物が多い返送水の増加

により塩素注入率が不安定と

なる 

返送水量、消費塩素

量、必要注入率 

次亜塩素の保存期間超過に

伴う品質劣化 

２０～３０日が最大保存期間

でありそれを越えると有効塩

素が低下する 

 

計装設備の故障  

計器の維持管理要  

 

機器類故障、測定不良 

注入器の不良  

原水中のアンモニア性窒素が

減少し、クロラミン化に要し

た余分な塩素が不必要になり

残塩として高く指示される 

原水水質分析 

鉄・マンガンの低下による塩

素消費量の減少 

原水水質分析 

原水水質変化によるもの 

その他有機物等の低下 原水水質分析 

排水処理返送水の増加によ

るもの 

汚濁物質が多い返送水の低下

により塩素注入率の変更が必

要 

返送水量、消費塩素

量、必要注入率 

次亜塩素の保存期間超過に

伴う品質劣化 

２０～３０日が最大保存期間

であり新規貯蔵時有効塩素が

高く指示される 

 

計装設備の故障  

計器の維持管理要  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

残留塩素濃度が

高い 

機器類故障、測定不良 

注入器の不良  
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（２）着水井設備 
 

機能低下現象 原因分類 原因 原因詳細 診断項目 対策例 

水量減少 機器異常 機器故障 バルブ類の調整不備 機器診断 機器設備診断 

   ポンプの故障 機器診断 機器設備診断 

   計器故障による指示値小 機器診断 機器設備診断 

水量増大 機器異常 機器故障 ポンプの故障 機器診断 機器設備診断 

   計器故障による指示値増加 機器診断 機器設備診断 

 系列異常 系列故障 他系列からの流入により見かけの流量

が増大する 

設備診断 原因究明、改善 

水質異常 水質異常 水質悪化 原水の悪化による水質計器指示値増加 水質分析 取水方法の再検討 

  魚類侵入 魚類等の死骸による濁度等の指示値増

加 

 ストレーナー等の設置

の検討 

  毒物検出 毒物性物質の混入（取水ストップ） 水質分析 毒物センサー等の検討 

土砂の蓄積 取水方法 取水方法の

不備 

取水方法の不備による砂の同伴 取水方法の検

討 

機器設備診断 

  井水砂取水 井戸からの砂流入増大 砂量・粒径 除砂装置等の検討 

 沈砂池構

造 

沈砂池の構

造 

沈砂池の容量が小さく砂除去機能が小

さい 

構造診断 容量検討 

  沈砂池の有

無 

沈砂池がなく砂が流入 砂量・粒径 除砂装置等の検討 

凝集剤が壁に

結晶となって

付着 

注入点異

常 

注入点の適

正化 

注入位置が壁に近い 設備診断 注入位置の変更 

原水が流入し

てこない（自

然流下方式） 

機器異常 夾雑物堆積 取水と着水井の間に流量計（羽根車）が

ありストレーナーのゴミ等目詰まりの

ため 

設備診断 夾雑物除去対策 

 機器異常 指示値誤報 電極棒及び碍子に藻が発生堆積し満水

の導通信号が出る 

設備診断 点検監視強化 
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（３）薬品沈殿池設備 
 

機能低下現象 原因分類 原因 原因詳細 診断項目 対策例 

ﾌﾛｯｸのｷｬﾘｰｵｰ

ﾊﾞ（ー沈殿水濁

度の上昇・白

濁） 

凝集不良 凝集剤不適正

注入 

凝集剤注入設備の異常 機器診断  

（一般沈殿

池） 

  過剰・過小注入率の設定 注入率 ジャーテスト 

   洗浄排水返送時の濁度上昇、注入率設

定不良 

洗浄排水返送時

期、洗浄排水濁度 

洗浄排水返送量の均

一化 

  濁度変動時の

注入率追従の

不適正 

降雨時の急激な濁度上昇 原水、沈殿水濁度 ジャーテスト 

   原水濁度上昇時と下降時の濁度性状の

違い 

原水、沈殿水濁度 ジャーテスト 

  アルカリ剤注

入不足 

原水濁度上昇時に伴う原水アルカリ度

の上昇 

原水濁度、ｱﾙｶﾘ

度、沈殿水濁度 

アルカリ剤注入 

  凝集剤適正 

ｐＨ域の逸脱 

プランクトン増殖等の原水ｐＨの上昇 原水ｐＨ 酸注入 

   高注入率によるアルカリ度の消費 原水ｱﾙｶﾘ度、注入

率、沈殿水濁度 

アルカリ剤注入 

  凝集剤の選定

不適切 

低温・低濁原水 原水濁度、水温、

沈殿水濁度 

ＰＡＣ、凝集助剤 

 混和不足 注入点の不適

切 

凝集剤の短絡 沈殿水濁度、設備

構造 

ジャーテスト 

  混和時間、強

度不足 

混和池の構造 沈殿水濁度、設備

構造 

（高濁度時の）二段

混和 

   撹拌装置の不適切 機器診断  

 ﾌﾛｯｸ形成

不良 

緩速撹拌回転数の設定不良 回転数 ﾃｰﾊﾟﾄﾞﾌﾛｷｭﾚｰｼｮﾝの

検討 

  撹拌時間不

足 

ﾌﾛｯｸ形成池の構造 設備構造 拡張検討 

  撹拌強度不

足 

上下う流式にて流量が減少した場合 設備構造 う流式損失の可変 

 沈殿不良 沈殿時間不

足 

 設備構造 傾斜装置の設置 

  構造的な短

絡流 

傾斜装置を通過しない短絡流 設備構造 阻流板、整流板の設

置 

   沈殿汚泥の巻き上げ 設備構造 設備改造 

  水温による

密度流 

密度流による沈殿不良 設備構造 設備改造 

 排泥不良 排泥不足 排泥不足による沈殿汚泥の巻き上げ 設備構造 排泥量の適正化 

   排泥設備の不良 機器診断 排泥促進設備 

     集排泥設備の設置 

 集水不良 トラフ接近

流速が高い 

 

ﾌﾛｯｸの巻き上げ、集水トラフの有無、集

水トラフの形状 

 

設備構造 集水トラフの見直し 

植物プランク

トンのリーク 

原水水質 藻類・有機

物濃度の増

加 

藻類・有機物濃度の増加で凝集性、沈降

性が悪くなる 

原水水質 加圧浮上方式の採用 

  水質悪化 ｼﾈﾄﾞﾗ､ﾐｸﾛｷｽﾁｽ等凝集沈殿しにくい植物

プランクトンの発生、流入 

原水水質 ダム取水口の変更 

     二段凝集 
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傾斜装置等へ

の藻類の付着 

前塩素停

止 

前塩素停止 ﾄﾘﾊﾛﾒﾀﾝ対策として前塩素停止による沈

殿池内の藻類の繁殖 

原水水質 覆蓋、代替塩素の注

入 

間欠塩素の注入 

増量対策     傾斜装置の設置 

ﾌﾛｯｸのｷｬﾘｰｵｰ

ﾊﾞｰ 

水量変動 水量変動 急激な水量変動による上昇流速の急変、

スラリーゾーンの乱れ 

上昇流速、界面位

置 

処理水量の平準化 

（高速凝集沈 

  殿池） 

    傾斜装置の設置 

 排泥不良 排泥不足 排泥不足によるスラリーゾーンの上昇 界面位置、排泥濃

度 

界面計の設置、傾斜

装置の設置 

  排泥過多 排泥過多によるスラリーゾーンの下降、

凝集不良 

界面位置、排泥濃

度 

界面計の設置 

     傾斜装置の設置 

 循環量不

適切 

循環量不足 循環量不足によるスラリーゾーンの下

降 

界面位置、ｲﾝﾍﾟﾗ回転数 

  循環量過多 循環量過多によるスラリーゾーンの上

昇 

界面位置、ｲﾝﾍﾟﾗ回転数 

老朽化     省エネルギーﾀｲﾌﾟｲﾝﾊﾞ

ｰﾀの採用 

軸受けの摩耗 原水水質 原水水質悪

化 

原水に砂分が多く、軸受けの摩耗が早い 軸受け 改良型軸受けの使用 

ﾐｰﾀﾞ型の老朽

化 

機器異常 機器老朽化 １台で全池排泥。故障時全池排泥不能。制御系統が複雑 ﾌﾗｲﾄｺﾝﾍﾞｱ型、水中ｸﾗﾘ

型に変更 
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（４）凝集用薬品注入設備 
 
機能低下現

象 

原因分類 原因 原因詳細 診断項目 対策例 

低濁度に対

応できない 

水質変化 アルカリ度低 アルカリ度の減少により所定の注入量

で凝集しない 

濁度、アルカリ度 アルカリ剤注入設

備の追加改造 

  ｐＨ変動 ｐＨの増加により所定の注入量で凝集

しない 

濁度、ｐＨ 酸注入設備の追加

改造 

   ｐＨの減少により所定の注入量で凝集

しない 

濁度、ｐＨ アルカリ剤注入設

備の追加改造 

アルカリ剤注入設

備の追加改造 

高濁度に対

応できない 

水質変化 アルカリ度低 高濁度時のアルカリ度低に対応した注

入量になっていない 

濁度、アルカリ度 

ジャーテスト                

  ｐＨ変動 ｐＨの増加により所定の注入量で凝集

しない 

濁度、ｐＨ 酸注入設備の追加

改造 

   ｐＨの減少により所定の注入量で凝集

しない 

濁度、ｐＨ アルカリ剤注入設

備の追加改造 

比例注入設備  自動化 注入率追従不

足 

濁度比例制御がない 薬注の自動化 

ジャーテスト 

薬品使用量

の増大 

水質変化 ｐＨ値変動 ｐＨの増加により凝集剤の注入量増大 ｐＨ 酸注入設備の追加

改造 

   ｐＨの減少により凝集剤の注入量増大 ｐＨ アルカリ剤注入設

備の容量検討 

  濁度 濁度の上昇により凝集剤の注入量増大 濁度、注入設備 凝集剤注入設備の

容量検討 

自動制御設備の点

検 

   濁度の低下にもかかわらず凝集剤の注

入量が低下しない 

濁度、注入設備 

ジャーテスト 

  色度 色度の上昇により凝集剤の注入量増大 色度 凝集剤注入設備の

容量検討 

  水温 水温の低下による注入量の増大 水温 凝集剤注入設備の

容量検討 

  藻類 藻の発生による除去目的の凝集剤注入

量増大 

藻類 凝集剤注入設備の

容量検討 

 処理水質 処理水濁度低

減 

処理水濁度低減対策として過剰注入必

要あり 

処理水濁度 凝集剤注入設備の

容量検討 

 薬品品質 品質低下 次亜塩の劣化品、保存期間の不適正によ

る過剰注入 

次亜塩の劣化品、

保存期間 

保存期間の検討 

   バン土、ＰＡＣの品質低下 適正比率、使用条

件 

水温、季節に於ける

ジャーテスト 

比例注入設備点検  自動化 過剰注入 濁度変化に対応していない 薬注の自動化 

ジャーテスト 

  時間遅れ 薬品注入制御の時間遅れの設定不良 時間遅れの設定 システムの見直し 

 機器異常 前塩素注入不

良 

前塩素注入不良 機器診断 機器設備診断 

  急速撹拌設備 故障・老朽化 機器診断 機器設備診断 

   回転数、撹拌強度 回転数、撹拌強度 機器設備診断 

  緩速撹拌設備 故障・老朽化 機器診断 機器設備診断 

   回転数、撹拌強度 回転数、撹拌強度 機器設備診断 

  電気設備 故障・老朽化 機器診断 電気設備診断 

  

  

計器不良 指示値の誤指針 機器診断 機器設備診断 

 返送水 返送水水質 返送水水量・水質の影響による過剰注入 返送水水量・水質 ジャーテスト 

水質基準が

守れない 

水質悪化 水質悪化 低濁度化 濁度 ジャーテスト 
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   高濁度化 濁度 ジャーテスト 

   ｐＨ変動 ｐＨ ジャーテスト 

   色度の上昇 色度 ジャーテスト 

   水温の低下 水温 ジャーテスト 

   藻類の発生 藻類 ジャーテスト 

   その他  ジャーテスト 

  水質強化項目 水質強化項目に対応する設備がない 水質強化項目水質

分析 

高度処理設備の検

討 

     薬注設備の自動化 

 機器異常 急速撹拌設備 故障・老朽化 機器診断 機器設備診断 

   回転数、撹拌強度 回転数、撹拌強度 機器設備診断 

  緩速撹拌設備 故障・老朽化 機器診断 機器設備診断 

   回転数、撹拌強度 回転数、撹拌強度 機器設備診断 

  電気設備 故障・老朽化 機器診断 電気設備診断 

  計器異常 指示値の不安定性からくる不安定処理 機器診断 電気設備診断 

安定した処

理が出来な

い 

自動化 自動化不足 薬注設備の自動化不足 自動化状況 自動化向上 

  時間遅れ 時間遅れの設定不良 時間遅れ、設定値 設定値改訂 

  制御式 制御式、制御係数の変動 制御式、制御係数

の見直し 

設定値改訂 

 監視シス

テム 

監視システム

の旧モデル 

追従性、監視範囲 監視システム状況 監視システムグレ

ードアップ 

 機器異常 急速撹拌設備 故障・老朽化 機器診断 機器設備診断 

  緩速撹拌設備 故障・老朽化 機器診断 機器設備診断 

  配管設備 故障・老朽化 配管状況 配管診断 

  電気設備 故障・老朽化 機器診断 電気設備診断 

  計器異常 指示値の不安定性からくる不安定処理 機器診断 電気設備診断 
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（５）急速ろ過池設備 
 
機能低下現

象 
原因分類 原因 原因詳細 診断項目 対策例 

ろ過速度が

とれない 

ろ過砂異

常 

ろ材劣化 ろ過砂の微細化 ろ材粒度分析 ろ材交換 

   付着物の増大 ろ材付着物分

析 

ろ材交換 

 支持床異

常 

支持床閉塞 ろ過砂の微細化による閉塞 ろ材粒度分析 ろ材交換 

   付着物の増大による閉塞 ろ材付着物分

析 

ろ材交換 

  支持床破損 支持床・ストレーナーの破損によるろ過

砂流失による不均等集水 

現場踏査 支持床補修・更新 

 洗浄不良 付帯設備の老

朽化 

逆洗・表洗ポンプの故障・老朽化 吐出容量検討 機器オーバーホール・

更新 

    機械設備診断 機器オーバーホール・

更新 

 浄水量の

増加 

浄水量の増加 設計値を越えたろ過速度 計画浄水量 ろ過池増設 

    二層・三層化の

必要性 

二層・三層化 

ろ過継続時

間の低下 

ろ過砂異

常 

ろ材劣化 ろ過砂の微細化 ろ材粒度分析 ろ材交換 

   付着物の増大 ろ材付着物分

析 

ろ材交換 

 支持床異

常 

支持床閉塞 ろ過砂の微細化による閉塞 ろ材粒度分析 ろ材交換 

   付着物の増大による閉塞 ろ材付着物分

析 

ろ材交換 

  支持床破損 支持床・ストレーナーの破損によるろ過

砂流失による不均等集水 

現場踏査 支持床補修・更新 

 洗浄不良 付帯設備の老

朽化 

逆洗・表洗ポンプの故障・老朽化等 吐出容量検討 機器オーバーホール・

更新 

    機械設備診断 機器オーバーホール・

更新 

 浄水量の

増加 

浄水量の増加 設計値を越えたろ過速度 計画浄水量 ろ過池増設 

    二層・三層化の

必要性 

二層・三層化 

 薬品沈殿

池の処理

機能低下 

薬品沈殿池の

処理機能低下 

「（３）薬品沈殿池設備」の項を参照 「薬品沈殿池

設備の機能診

断法」の項を参

照 

「（３）薬品沈殿池設

備」の項を参照 

不陸・マッド

ボール 

支持床異

常 

支持床閉塞 ろ過砂の微細化による閉塞 ろ材粒度分析 ろ材交換 

   付着物の増大による閉塞 ろ材付着物分

析 

ろ材交換 

  支持床破損 支持床・ストレーナーの破損によるろ過

砂流失による不均等集水 

現場踏査 支持床補修・更新 

 洗浄不良 付帯設備の老

朽化 

逆洗・表洗ポンプの故障・老朽化 吐出容量検討 機器オーバーホール・

更新 

    機械設備診断 機器オーバーホール・

更新 

薬品沈殿処

理水の異常 

薬品沈殿

池の処理

薬品沈殿池の

処理機能低下 

「（３）薬品沈殿池設備」の項を参照 「薬品沈殿池

設備の診断 

「（３）薬品沈殿池設

備」の項を参照 
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機能低下 

処理水質の

異常 

濁度異常 薬品沈殿池の

処理機能低下 

薬品沈殿池での凝集剤注入不足 「薬品沈殿池

設備の機能診

断法」の項を参

照 

「薬品沈殿池設備の機

能診断法」の項を参照 

  洗浄不良 逆洗・表洗ポンプの故障・老朽化等 吐出容量検討 機器オーバーホール・

更新 

    機械設備診断 機器オーバーホール・

更新 

  負水頭ろ過 ろ過処理水側でのサイフォン現象 配管ルート、水

位 

サイフォン現象解消 

  ろ層異常 不陸・マッドボール参照   

 色度異常 鉄・マンガン

増大 

塩素注入不足 水質分析 前・中次亜注入、マン

ガンろ材への更新 

  アオコの増大 薬品沈殿池での凝集剤注入不足 「薬品沈殿池

設備の機能診

断 

凝集剤適正注入 

 アルミ分 凝集ｐＨ値異

常 

最適ｐＨ値でなく溶解アルミ溶出 水質分析 適正注入量調査 

  過剰凝集剤注入   
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（６）緩速ろ過池設備 
 

機能低下現象 原因分類 原因 原因詳細 診断項目 対策例 

ろ過速度の早

期低下 

ろ過速度 原水水質の悪

化 

原水水質の悪化 水質分析 池数拡張 

前処理装置の追加 

  藻類の異常繁

殖 

藻類の異常繁殖 水質分析 池数拡張 

前処理装置の追加 

  凝集剤のキャ

リーオーバー 

凝集剤のキャリーオーバー（沈殿池のある場合） 注入率の見直し 

   ろ層内に気泡が大量に混入（温度上昇に伴い藻類の異常

発 

生が原因による場合も） 

ろ層の点検強化 

   集中豪雨等による原水の悪化で大幅な原水変動により

凝集 

剤の注入量が不適切となり、アルミの流出によりろ層表

面 

にて凝集した 

凝集管理の強化 

ろ過水の異常 水質異常 マンガンの流

出 

ろ過膜の嫌気性化による還元 水質分析 水質調査の徹底と 

強化 

  白濁化等 ろ過砂に貝殻等の異物の混入  ろ材交換 

  濁度の流出 削り取りによるろ層厚低下  ろ材の補充 

 ｐＨの上昇 藻類の異常繁殖（砂上未ろ水中）  遮光などで対応  

ろ層厚減

少 

過剰削り取り ろ過膜の未生成  運転操作の見直し 

砂上水深の減

少 

構造物異

常 

漏水 コンクリートの亀裂劣化の影響  施設診断 
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（７）浄水池設備 
 
機能低下現

象 
原因分類 原因 原因詳細 診断項目 対策例 

水量減少 機器異常 機器故障 水槽の破損による水の流出 漏洩個所調査 水槽点検 

   機器故障 流入管のバルブ故障  機器点検 

   配管の詰まり 流入管の詰まり   機器点検 

      ろ過施設の停止   機器点検 

   機器故障 制御機器の故障   機器点検 

   動作不良 水位電極の接触不良   機器点検 

凝集不良 凝集不良によるアフターフロック ジャーテスト 機器点検 

塩素注入不足 マンガン接触ろ過の場合、塩素注入不

良によるマンガンの流出 

注入量調査 注入機器等の点検 

水質悪化 

  

注入不良 

凝集不良 凝集剤の注入不良による濁質の流出 凝集沈殿設備の 
機能診断 

注入器器等の点検 
 

    水槽の破損による異物の混入   場内点検 

浄水池上部

ポンプ室の

機器から錆

が多量発生 

維持管理 施設管理 ポンプ室開口部からの塩素ガスが流入

していたことが原因 

漏洩個所調査 場内点検 
塗装処理 

ろ過器の逆

洗水量不足 

維持管理 水質管理 逆洗ポンプ井兼用なため、充分な逆洗

水量の確保ができていなかった。 

マスバランス 水量管理強化 

配管の腐食 機器異常 ｐＨ、その他 水質の腐食傾向による配管腐食 ランゲリア係数 ｐＨ調整 
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（８）消毒設備 
 

機能低下現

象 
原因分類 原因 原因詳細 診断項目 対策例 

残留塩素不

足 

 （一般） 

注入不良 塩素注入率の

不適正 

原水の塩素要求量の変動、アンモニア性

窒素の増加 

残留塩素、塩素

要求量、ｱﾝﾓﾆｱ

性窒素 

残塩ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ 

     塩素要求量計の設置 

   洗浄排水返送時の塩素消費量の増加 残留塩素 排水返送量の平準化 

 機器異常 測定器異常 塩素要求量の違う複数水源の併用 残留塩素、塩素

要求量 

残塩ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ、塩素要

求量計の設置 

   残留塩素計の測定不良 機器診断 機器点検 

   水温低下による反応遅延に伴う残留塩

素計の指示不良（結合塩素を遊離塩素と

して測定する） 

結合塩素、残留

塩素 

塩素計の交換 

消費量の増

大 

機器異常 測定器異常 残留塩素計の測定不良 機器診断 機器点検 

 （一般）  注入器不良 注入器の故障その他の原因による 機器診断 機器点検 

 原水水質 原水水質悪化 原水水質悪化による塩素消費量の増加

による 

水質分析  

 反応遅延 ｐＨ値の低下

による 

遊離残留塩素濃度が充分に上昇しない 水質分析 処理水残塩濃度による

補正 

  水温の低下に

よる 

遊離残留塩素濃度が充分に上昇しない 水質分析 処理水残塩濃度による

補正 

 有効塩素

濃度低下 

次亜分解によ

る見かけ注入

量の増大 

次亜塩の保存期間超過に伴う品質劣化 有効塩素濃度  

漏洩時の危

険性（塩素ガ

ス） 

安全管理 危険物、猛毒 貯蔵・注入の取扱が困難  次亜塩への切替 

中和剤苛性ｿ

ｰﾀﾞの劣化

（〃） 

維持管理 薬品の劣化 空気に接触すると炭酸ガスを吸収し劣化、炭酸ソーダが析出固化 

有効塩素濃

度低下（市販

次亜） 

次亜分解 薬品の劣化 貯蔵による塩素濃度低下を考慮した注

入が必要。長期間貯蔵できない。 

有効塩素濃度 低食塩次亜の使用 

     生成次亜の使用 

注入不良 

 （〃） 

次亜分解 エアロック 注入装置、配管で分解し酸素ガスになり

エアロックする 

機器診断 空気抜き装置の設置 

   注入設備構造不備  低食塩次亜の使用 

 次亜反応 スケール析出 硬度成分と反応、炭酸ｶﾙｼｳﾑを析出ｴｼﾞｪｸ

ﾀｰ等に固着 

原水硬度 点検管理 

漏洩時の危

険性（〃） 

安全管理 安全構造の不

備 

次亜濃度高、ｐH高。PACと混合すると塩素ガスを発生 防液堤、排液槽での中

和 

電極の清掃、

交換 

付着 スケール析出 ｶﾙｼｳﾑ、ﾏｸﾞﾈｼｳﾑが電極に付着 原水硬度 低硬度水の使用。軟水

装置の使用 

（生成次亜）  ケイ酸 電極に付着。酸洗浄で溶解除去されな

い。 

ケイ酸濃度 定期剥離 

  マンガン 電極に付着 マンガン濃度 洗浄 
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（９）オゾン設備 
 

機能低下現象 原因分類 原因 原因詳細 診断項目 対策例 

溶存オゾン濃

度の異常（上

昇・低下） 

発生器異常

/オゾン化
空気量の低

下 

缶体圧力の上昇 オゾン反応槽の水位変動による

一時的な圧力変動 

水位変動調査 

  

    原料・オゾン化空

気バルブの調整不

足 

  

配管設備点検 機器オーバーホール,交
換 

    散気管の目詰まり 反応槽内でショートパス部の吸

収量が小さい 

目詰り調査・改

良 

散気管交換 

    オゾン濃度計の故

障 

故障による誤指示 濃度計の点検 濃度計の校正 

          オゾン手分析測定装置 

    放電管の破損 放電管の破損によるオゾン発生

量の減少 

  放電管の交換 

  水質変動 被処理水の水質変

動 

必要オゾン量の減少,増加 水質分析 オゾンサンプルテスト 

  

        溶存オゾン自動設定装

置 

  

ユーティリ

ティーの異

常 

電極の異常   機器診断 計器校正 

    空気量の減少   空気量 機器オーバーホール 

    湿度の異常   湿度 機器オーバーホール 

    温度の異常   温度 機器オーバーホール 

    過電流   電流値 機器オーバーホール 

    空気源系統、オゾン発生器の冷却水の断水  冷却系統の調査 機器オーバーホール 

    吸気空気の汚染   機器診断 機器オーバーホール 

排オゾン濃度

の上昇 

被処理水流

量変動  

必要オゾン量の減少 計器点検 機器設備診断 

  水質変動 被処理水の水質変

動 

必要オゾン量の減少 水質分析 オゾンサンプルテスト 

          排オゾン自動設定装置 

  計器異常 オゾン濃度計の故

障 

故障による誤指示 濃度計の点検 濃度計の校正 

          オゾン手分析測定装置 

オゾン漏洩検

知器の動作 

計器異常 オゾン濃度計の故

障 

故障による誤指示 濃度計の点検 濃度計の校正 

          オゾン手分析測定装置 

  配管漏洩     配管設備点検 機器オーバーホール,交
換 

  圧力異常 オゾン反応槽上部

の正圧 

  マンホール、呼

吸口の点検 

  

        排オゾンファン

風量点検 

  

        逆止弁点検   

  
 

  
 

  
 

排オゾン分解塔

の目詰り 

  
 

排オゾン分

解剤寿命 
 
 

 
 

 
 

交換 
 

  

  

排気オゾン

濃度の異常 
誤動作 
 

大気中の光化学オキシダント濃

度も拾ってしまう 
濃度の点検 オゾン手分析測定装置 
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（１０）活性炭設備 
 

機能低下現象 原因分類 原因 原因詳細 診断項目 対策例 

粉末活性炭吸着設備          

制御システム

の異常 

過剰注入による凝集剤の注入不足か

らの濁質リーク 

制御システム診断 制御システム改造 

設備機器の故

障・老朽化 

故障･老朽化等による過剰注入 機器診断 機器オーバーホール 

過剰注入 

  

  

溶解設定濃度

高 

溶解濃度が高ければ見かけ注入量は

大きくなる 

溶解濃度調査 溶解濃度是正 

過小注入 制御システム

の異常 

過少注入による吸着能力減 制御システム診断 制御システム改造 

  設備機器の故

障・老朽化 

配管等の詰まり、設備異常などによる

過小注入 

機器診断 機器オーバーホール 

  溶解設定濃度

低 

溶解濃度が低ければ見かけ注入量は

小さくなる 

溶解濃度調査 溶解濃度是正 

接触時間 接触時間の過

小 

必要接触時間を確保する 滞留時間調査 接触池増設 

  処理量の増加 処理水増加による接触時間の減少 滞留時間調査 接触池増設 

注入点 最適注入点の

不適正 

撹拌混合が不十分なため吸着能力が

発揮されない 

注入点検討 注入点移設 

処理対象物

質 

物質項目増加

による注入量

の検討不足 

異臭・味・有機物その他項目にあった

注入量を設定する必要がある 

活性炭注入率 注入量増量 

注入期間 注入時期の適

切化 

上記処理対象物質の発生時期の変化

による注入時期の検討 

水質分析 適正注入時期の把握 

劣化炭 長期保管によ

る劣化 

固形化等による溶解不良 目視診断 使用中止及び長期保

存の中止 

処理水質の低

下 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

    吸着能の減少 ヨウ素吸着量実験 注入量増量及び使用

中止 

設備の故障・

老朽化 

不安定注入 機器診断 機器オーバーホー

ル・更新 

設備異常 

  

機器・配管の

閉塞 

不安定注入 現場踏査 清掃・更新 

安定注入がで

きない 

  

  

劣化炭 長期保管によ

る劣化 

固形化等による溶解不良 目視診断 使用中止及び長期保

存の中止 

      吸着能の減少 ヨウ素吸着量実験 注入量増量及び使用

中止 

  制御法 仮設的な制御

等 

コントロールシステムの不備 制御システム診断 制御システム改造 

粒状活性炭吸着設備          

微生物の漏出 水質異常 水質悪化 無塩素状態による微少動物の繁殖、漏

出 

活性炭処理水微少

動物 

洗浄の適正化。後凝

集＋砂ろ過 

活性炭の流出 洗浄 洗浄条件不備 水洗浄流速過多。水温による膨張率の

差異。空気洗浄併用の場合の洗浄工程

不備 

洗浄条件 洗浄条件適正化 

  
 
 

活性炭 
 
 

粒径変化 
 
 

活性炭再生による活性炭の小粒径化。

膨張率が上昇する。 
 

活性炭粒径 
 
 

活性炭交換 
 
 

ろ抗の上昇 
 

凝集不良 
 
 

沈殿池からの

ﾌﾛｯｸのｷｬﾘｰｵｰ

ﾊﾞｰ 

凝集沈殿池の後段に活性炭を設置し

た場合 
 

沈殿水濁度 
 
 

凝集の改善及び活性

炭粒径の検討 
 

活性炭面の不

陸 

構造   流入の構造により活性炭が移動し活

性炭面が不陸が生じる 

設備構造 流入構造の変更 
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排ｵｿﾞﾝ処理か

らのｵｿﾞﾝの漏

洩 

設備異常 排オゾン処理

不備 

排オゾン処理用活性炭の劣化（ｵｿﾞﾝ接

触池後段の設置した場合） 

排オゾン濃度 排オゾン活性炭の交

換 

洗浄工程の見直し 洗浄排水池か

らのｵｿﾞﾝの漏

洩 

  

設備異常 

  

洗浄工程不備 

  

槽内残留ｵｿﾞﾝ熔解水の排出（ｵｿﾞﾝ接触

池後段の設置した場合） 

  

環境オゾン濃度、

洗浄条件 

  
排ｵｿﾞﾝ処理設備設置 

処理水 pH の
上昇 

活性炭 初期洗浄の不

足 

新炭（pH未調整炭）は pH調整のため
の洗浄が必要 

活性炭処理水 pH 活性炭洗浄による pH
調整 

活性炭破過 活性炭破過による吸着能の低下 活性炭処理水水質 活性炭再生、交換 処理水質の悪

化 

  

活性炭 

  
ｵｿﾞﾝ注入率不

足 

ｵｿﾞﾝ注入率不足による酸化不足（ｵｿﾞﾝ

接触池後段の設置した場合） 

オゾン処理水溶存

オゾン濃度 

ｵｿﾞﾝ注入率の適正化 
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（１１）排水処理設備 
 
機能低下現象 原因分類 原因 原因詳細 診断項目 対策例 

排水池           

オーバーフロー

する 

ろ過池逆

洗排水量 

ろ過池逆洗排

水量の増加 

急速ろ過池機能低下参照 急速ろ過池逆洗

排水量 

急速ろ過池性能診断 

  汚泥堆積 排水池形状の

異常 

形状が堆積傾向にある 土木水槽調査 土木改造 

  容量余裕

率 

余裕率が小さ

い 

元々余裕率が小さい 設計基準調査 増設 

  運転時間 運転時間の適

正化 

適正な運転間隔をとられていない 運転間隔調査 制御改造 

  設 備 故

障・老朽

化 

設備故障・老

朽化 

返送容量の減少 設備診断 更新 

返送水濁度が高

い 

返送容量 返送容量の過

大 

十分な沈静時間をとらないうちの返

送による 

返送容量 容量減少 

  運転時間 運転時間の適

正化 

適正な運転間隔をとられていない 運転間隔調査 制御改造 

排出汚泥濃度が

薄い 

集泥不良 排水池形状の

異常 

形状が濃縮傾向になく、汚泥の濃縮効

果が小さい 

土木水槽調査 土木改造 

臭気の発生 汚泥堆積 排水池形状の

異常 

形状が堆積傾向にあり、汚泥の腐敗傾

向を大きくしている 

土木水槽調査 土木改造 

  汚泥性状

悪化 

原汚泥の異臭

物質増加 

有機物等の腐敗原因となる成分の増

加 

水質分析 散気設備追加等 

泡の発生 発泡物質 発泡物質の増

加 

有機物等の発泡原因となる成分の増

加 

水質分析 散気設備追加等 

  落差拡大 落差拡大 配管等の落差拡大要因の発生 設備診断 改造 

排泥池           

オーバーフロー

する 

沈殿池排

水量 

沈殿池排水量

の増加 

薬品沈殿池機能低下参照 急速ろ過池逆洗

排水量 

薬品沈殿池性能診断 

  汚泥堆積 排水池形状の

異常 

形状が堆積傾向にある 土木水槽調査 土木改造 

  容量余裕

率 

余裕率か小さ

い 

元々余裕率が小さい 設計基準調査 増設 

  運転時間 運転時間の適

正化 

適正な運転間隔をとられていない 運転間隔調査 制御改造 

  設 備 故

障・老朽

化 

設備故障・老

朽化 

返送容量の減少 設備診断 更新 

返送水濁度が高

い 

返送容量 返送容量の過

大 

十分な沈静時間をとらないうちの返

送による 

返送容量 容量減少 

  運転時間 運転時間の適

正化 

適正な運転間隔をとられていない 運転間隔調査 制御改造 

排出汚泥濃度が

薄い 

集泥不良 排水池形状の

異常 

形状が濃縮傾向になく、汚泥の濃縮効

果が小さい 

土木水槽調査 土木改造 

臭気の発生 汚泥堆積 排水池形状の

異常 

形状が堆積傾向にあり、汚泥の腐敗傾

向を大きくしている 

土木水槽調査 土木改造 

  汚泥性状

悪化 

原汚泥の異臭

物質増加 

有機物等の腐敗原因となる成分の増

加 

水質分析 散気設備追加等 

泡の発生 発泡物質 発泡物質の増

加 

有機物等の発泡原因となる成分の増

加 

水質分析 散気設備追加等 

濃縮施設（一般）          

スラッジ界面の

上昇 

排泥不良 排泥不足 排泥不足のためスラッジ界面が上昇、

スラッジが浮上越流 

汚泥界面、運転

条件 

排泥時間の適正化。界

面計の設置 

  掻寄不良 掻寄速度過多 掻寄速度が高すぎスラッジを浮上 掻寄速度 掻寄速度の適正化 
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  流入不良 流入量過多 流入量が多すぎて上昇流速が高くな

りすぎる。 

流入水量 処理量の見直し 

排泥濃度が低い 排泥不良 排泥不良 濃縮槽の構造 設備構造 掻寄機の改善。滞留時

間の見直し 

汚泥の沈降性が

悪い 

原水水質 汚泥性状悪化 原水水質悪化、アルミ系凝集剤注入量

の増大等による汚泥沈降性の悪化 

原水水質、注入

率 

凝集剤低減策。鉄系凝

集剤の採用 

掻寄機           

トルクオーバー 排泥不良 排泥不足 汚泥の堆積過多 排泥条件 排泥の見直し 

  運転 停止後の再起

動 

    低速、寸動機動 

脱水機           

含水率増大 含水率 給泥量過大 脱水機の能力を超えた給泥量による 給泥量 性能に合わせた所定量

に調節 

    給泥濃度過少 汚泥濃度が通常よりも低い 給泥濃度 濃縮槽での濃度を高め

る 

    汚泥の凝集不

良 

凝集剤の注入率変動による凝集不良 凝集条件 凝集剤の注入量チェッ

ク、凝集剤の再選定 

    ろ布の目詰ま

り 

ろ布の目詰まりによる脱水不良 ろ布付着物分析 洗浄または交換 

    ろ布の破損 ろ布の破損による汚泥リーク 破損状況 ろ布の交換及び部分交

換 

    ケーキの剥離

不良 

ケーキの剥離不良による脱水不良 剥離状況 スクレーパーの調整、

振動機器の調整 

処理量減少 汚泥処理

量 

給泥濃度過少 汚泥濃度が通常よりも低い 給泥濃度 濃縮槽での濃度を高め

る 

    汚泥の凝集不

良 

凝集剤の注入率変動による凝集不良 凝集条件 凝集剤の注入量チェッ

ク、凝集剤の再選定 

    ろ布の目詰ま

り 

ろ布の目詰まりによる脱水不良 ろ布付着物分析 洗浄または交換 

    ろ布の破損 ろ布の破損による汚泥リーク 破損状況 ろ布の交換及び部分交

換 

    ケーキの剥離

不良 

ケーキの剥離不良による脱水不良 剥離状況 スクレーパーの調整、

振動機器の調整 

    含水率増大 アルミ分増大 ＡＬ／Ｔ比 ＡＬ／Ｔ比改善 

騒音の発生 構成設備 回転部の摩耗 軸受けの摩耗などによる回転機器の

異常音 

機械設備診断 オーバーホール・更新 

    水の落下音 設備老朽化による異常音 機械設備診断 オーバーホール・更新 

振動の発生 構成設備 基礎ボルトの

ゆるみ 

設備老朽化による異常振動 機械設備診断 オーバーホール・更新 

    配管・バルブ

の振動 

設備老朽化による異常振動 機械設備診断 オーバーホール・更新 

天日乾燥床           

乾燥サイクルの

異常 

異常気象 異常気象 多雨による乾燥時間の延長 気象条件 高速化 

  ろ材の劣

化 

ろ材の劣化 ろ過能力の低下 掻き取り厚み等 ろ材更新、掻き取り厚

み増大 

  排泥量増

加 

排泥量増加 排泥量増加による処理能力の低下 排泥量 薬品沈殿池、濃縮設備

機能調査 

  汚泥濃度

低下 

汚泥濃度低下 汚泥濃度低下による排泥量増加 汚泥濃度変化 薬品沈殿池、濃縮設備

機能調査 

  凝集剤注

入量の増

加 

凝集剤注入量

の増加 

アルミ分の汚泥比率増大による難乾

燥性の汚泥発生による 

汚泥濃度変化， 
ＡＬ／Ｔ比 

薬品沈殿池、濃縮設備

機能調査 

  雨水対策 雨水の流入 雨水排除設備の機能がない 付帯設備調査 雨水排除対策 

  乾燥面積

の適切化 

乾燥面積の不

足 
 

気象条件の変化による乾燥面積不足 気象条件、乾燥

日数 

増設 
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 乾燥床数

の適切化 

乾燥床数の不

足 

掻き取り頻度の一定化が困難になっ

た 

気象条件、乾燥

日数、掻き取り

回数 

増設 

  設備の故

障・老朽

化 

設備の故障・

老朽化 

集水・排水等の機能低下による乾燥非

効率化 

設備診断 オーバーホール・更新 

汚泥含水率の低

下 

乾燥サイ

クルの異

常に同じ 

        

排泥量に対応で

きない 

乾燥サイ

クルの異

常に同じ 

        

機械脱水設備           

ケーキ含水率の

上昇  

排泥量増

加 

排泥量増加 排泥量増加による処理能力の低下 排泥量 薬品沈殿池、濃縮設備

機能調査 

  汚泥濃度

低下 

汚泥濃度低下 汚泥濃度低下による排泥量増加 汚泥濃度変化 薬品沈殿池、濃縮設備

機能調査 

  凝集剤注

入量の増

加 

凝集剤注入量

の増加 

アルミ分の汚泥比率増大による難乾

燥性の汚泥発生による 

汚泥濃度変化 薬品沈殿池、濃縮設備

機能調査 

  設備の故

障・老朽

化 

設備の故障・

老朽化 

集水・排水等の機能低下による乾燥非

効率化 

設備診断 オーバーホール・更新 

  運転時間

の適正 

運転時間の不

適正による乾

燥効率の低下 

濃度・量の変化に応じた運転時間設定

不足 

制御システム 最適運転時間の設定 

騒音の発生 構成設備 回転部の摩耗 軸受けの摩耗などによる回転機器の

異常音 

機械設備診断 オーバーホール・更新 

  水の落下音 設備老朽化による異常音 機械設備診断 オーバーホール・更新 

振動の発生 構成設備 基礎ボルトの

ゆるみ 

設備老朽化による異常振動 機械設備診断 オーバーホール・更新 

    配管・バルブ

の振動 

設備老朽化による異常振動 機械設備診断 オーバーホール・更新 
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3 管路施設２） 

異常の状態 状 況 把 握       
（応急対策前に実施） 推測される原因 原 因 診 断       

（状況把握の結果によって，必要調査を実施） 
原因の特定       
（関連する原因） 対 策       

 
 

 
 
 
 
 

 
【異常状況】 
 
 
 
 
 
 
 
 
【関連情報】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
①他工事による損傷 
 
②地盤の不同沈下 
 
③過大水撃圧 
 
④使用条件の変化 
 
⑤埋設条件の変化 
 
⑥外面腐食 
 
⑦内面腐食 
 
⑧施工不良 
 
⑨材料不良 
 
⑩材料の経年劣化 
 
⑪薬品による侵食 

（※）○印：基本項目 
○a【使用条件調査】  
  a-1布設年度 
  a-2水圧 
  a-3重車両の交通 
  a-4防食措置（塗覆装，電気防食） 
  a-5布設時の設計条件 
  a-6最近の工事，バルブ操作の有無 
  a-7不明管の存在 
○b【事故履歴調査】 
  b-1当該路線，区間の事故率 
  b-2同一管種の事故率 
 c【漏水発生管の掘り下げ調査】 
  c-1外観目視 
  c-2管厚測定 
  c-3外面腐食量 
  c-4内面腐食量 
  c-5継手抜け出し量 
  c-6継手曲げ角度 
 d【近隣管の掘削調査】 
  d-1管厚測定 
  d-2外面腐食量 
  d-3継手抜け出し量 
  d-4継手曲げ角度 
 e【大口径管路の管内調査】 
  e-1継手抜け出し量 
  e-2継手曲げ角度 
  e-3管底高さ 
 f【水圧調査】 
  f-1水撃圧の発生 
 g【土壌調査】 
  g-1腐食性（例：ANSI腐食性評価） 
  g-2薬品等の浸透 
  g-3基礎の空洞 
  g-4土壌圧力 
  g-5地電位調査 
 h【管材質の物性調査】 
  h-1材料強度 
  h-2成分 
 i【水質調査】 
  i-1pH，残塩 
 
 

※主なもののみ記載 
 
⑥，⑦，⑩ 
④ 
④ 
⑥，⑦ 
④，⑧ 
① 
⑧ 
 
⑥，⑦，⑩ 
⑥，⑦，⑩ 
 
⑥，⑦，⑩ 
⑥，⑦ 
⑥ 
⑦ 
② 
② 
 
⑥，⑦ 
⑥ 
② 
② 
 
② 
② 
② 
 
③ 
 
⑥ 
⑪ 
⑤＋漏水 
⑤ 
⑥ 
 
⑥，⑦，⑨ 
⑥，⑦，⑨ 
 
⑦ 
※「推測される原因」の 
番号に呼応している。 

  
 ・漏水部分のみを更新 
  （部分補修） 
  
 ・路線全体を更生 
  
 ・路線全体を更新 
  
 ・同一管種全体の更新 
 （計画策定にあたって 
 は特定目的診断を実施） 
  
 ・水圧調整 
 
 
 
 
 

A. 漏水箇所 管体 A-1 孔開き 
A-2 割れ，亀裂 

継手 A-3 抜け出し 
A-4 割れ 
A-5 止水不良 

付属設備（バルブ等） 

B. 管種 B-1 金属管 
B-2 樹脂管 
B-3 その他 

C. 内外面塗装の種類 
D. 口径 D-1 ･･㎜ 
E. 継手形式 E-1 印籠形 

E-2 メカニカル形 
E-3 プッシュオン 
（T形，RR形） 

E-4 離脱防止形 
E-5 フランジ形 
E-6 溶接形 
E-7 接着形 
E-8 その他 

F. 埋設状況 
F-1 ･･㎜ 
F-2 砂床 
F-3 礫混じり 
F-4 有 
F-5 無 
F-6 有 
F-7 無 
F-8 普通 
F-9 軟弱 

土被り 
基礎の状態 

近接他埋設物 

他工事の実施 

土質 

G. 布設年度 
H. 修理状況 
I. 通過交通の状況 

埋設管で破裂 
・漏水が発生 
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異常の状態 状 況 把 握       
（応急対策前に実施） 推測される原因 原 因 診 断       

（状況把握の結果によって，必要調査を実施） 
原因の特定       
（関連する原因） 対 策       

 
濁り水が発生 

 
 
 
 
 

 
【異常状況】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
①配水管の内面腐食 
 
②流向，流量変化 
 
③工事の影響 
 
④漏水の発生 
 
⑤停滞水の発生 
 
⑥水源の水質異常 
 
⑦浄水施設の異常 
 
⑧クロスコネクショ 
   ン（誤接合） 
 
⑨ライニング材から 
   の溶出・剥離 
 
⑩配水池等の構造物 
      の異常 
 
⑪管内沈澱物の流出 
 
⑫給水管・給水設備の 
       異常 
 
⑬気泡の発生 

（※）○印：基本項目 
○a【管の履歴調書】 
  a-1管種 
  a-2口径 
  a-3布設年度 
  a-4防食措置 
  a-5修繕記録 
○b【類似例の調査】 
  b-1過去の類似例の有無 
  b-2路線，地域別の水質事故率 
○c【状況調査】 
  c-1最近の配水量 
  c-2水系切り替えの有無 
  c-3水道工事，他工事の有無 
  c-4火災の有無 
  c-5バルブ操作の有無 
  c-6漏水事故の有無 
 d【水質調査】 
  d-1給水栓水質 
  d-2配水管水質 
  d-3浄水水質 
 e【管路の管内調査】 
  e-1内面腐食（錆こぶ）の程度 
  e-2沈澱物の有無 
 f【流量調査】 
  f-1停滞水の有無 
 g【水圧調査】 
  g-1流量係数C値 
 h【管網水理計算による調査】 
  h-1計画との違いの有無 
  h-2停滞水の有無 
 i【構造物の調査】 
  i-1浄水場，配水池の異常の有無 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※主なもののみ記載 
 
①，⑫ 
hの調査に必要 
① 
①，⑨ 
③，④，⑧ 
 
全般に関連 
全般に関連 
 
②，④ 
②，⑤ 
②，③，⑧ 
② 
②，⑤ 
②，④ 
 
①,⑧,⑨,⑪,⑫,⑬ 
①,⑧,⑨,⑩,⑪,⑫ 
⑥，⑦ 
 
①，⑨ 
⑪ 
 
②，⑤ 
 
① 
 
② 
⑤ 
 
⑦，⑩ 
※「推測される原因」の 
番号に呼応している。 

  
 ・定期的洗管 
  
 ・部分補修 
  
 ・路線全体を更生 
  
 ・路線全体を更新 
  
 ・同一管種全体の更新 
 （計画策定にあたって 
  は特定目的診断を 
  実施） 
  
 ・配水池等の構造物 
     の改修，清掃 
  
 ・流向，流量のコント 
        ロール 
  
 ・水質調整 
  
 ・浄水場の運転管理 
  
 ・水源での対策 

A. 濁りの種類 A-1 赤水 
A-2 黒水 
A-3 白水 
A-4 土砂 
A-5 その他 

B. 濁りの程度 B-1 重度（飲用不可） 
B-2 軽度（飲用可） 

C. 発生地域 C-1 1需要家 
C-2 数需要家 
C-3 特定路線 
C-4 特定地域 
C-5 給水区域全体 

D. 内面塗装の種類 

E. 布設年度 

F. 苦情・情報 

G. 管網状況の把握 
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異常の状態 状 況 把 握       
（応急対策前に実施） 推測される原因 原 因 診 断       

（状況把握の結果によって，必要調査を実施） 
原因の特定       
（関連する原因） 対 策       

 
異臭味がする 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
①給配水管内 
     （腐食等） 
②配水池 
③塩素処理に関係 
④ろ過池 
⑤沈澱池または 
   前塩素に関係 
⑥導水きょ（管） 
⑦水源 
⑧不純物の混入 
⑨塩素の多量注入 

  
 
 
 
 
 
 
 

  
 ・浄水処理の改善 
 ・エアレーション 
 ・活性炭処理 
 ・オゾン処理 
 ・塩素処理 
 ・過マンガン酸 
     カリウム処理 
 ・生物酸化処理 
 ・管路の改善 
 ・漏水防止 
 ・排水作業 
 ・塩素 
  のコントロール強化 

 
配水池の漏水 
（コンクリー 
ト製の場合） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
【劣化状況】 
 
 
 
 
 
 ・浮き 
 ・剥離，鉄筋の露出 
 ・表面劣化（汚れ，脆弱化等） 
 ・漏水の有無 
 
【部材】 
 ・スラブ 
 ・壁 
 ・はり 
 ・柱 
 
 
 

 
【材料】 
①海砂の利用 
②アルカリ骨材反応 
③施工・材料の不良 
 
【環境条件】 
④臨海地域 
⑤地盤沈下 
   （不良基礎） 
⑥過荷重の有無 
 
【履歴】 
⑦建設年度 
⑧被災歴の有無 

 
 
・コンクリートの中性化調査 
・鉄筋の腐食 
・圧縮強度試験 
・たわみ測定 

 
 
② 
①，③，④，⑦ 
①，②，③，⑦ 
⑤，⑥，⑧ 
 
※「推測される原因」の 
番号に呼応している。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
１）「高効率浄水技術開発研究（第６研究グループ委員会）」平成12年3月，水道技術研究センター 

２）「管路施設診断法の体系化調査報告書（報告書No.29）」平成8年3月，（財）水道管路技術センター 

臭気の種類 芳香性臭気 
植物性臭気 
土臭・かび臭 
魚貝臭 
薬品性臭気 
金属性臭気 
腐敗性臭気 
（塩素臭） 

味 塩辛い味 
ぬるぬるした味 
苦味 
しぶ味 

内面塗装の種類 

採水による確認 ・給水栓水 
・配水池 
・浄水池 
（送水ポンプ井） 
・ろ過水 
・沈澱水 
・原水 
・水源 
・残留塩素 

（採水地点） 

・ひび割れ 
鉄筋に沿うもの 
網目状 
開口部周辺 

・補修 
表面処理 

注入・充填 

・修繕 
部材交換 

部材補強 

・改築 

①～⑧ 
②～⑧ 
③～⑧ 

④～⑧ 
⑤～⑧ 
⑥～⑧ 
⑦～⑧ 
①，⑨ 
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【参考資料５】 水道施設の点検・整備について 
 
（１）保全管理 
水道施設の保全管理は，安定した運転を確保する上で欠かせない重要な作業である。 
 日常点検を励行すると共に，定期点検および分解点検を行い，故障や事故の防止のため，

異常箇所の早期発見と早期補修，異常原因の除去，劣化機能の回復を図らなければならな

い。 
 保全・保守に関する基本的事項としては，次のとおりである。 
①保全管理にあたっては，その設備，機器に合った点検，部品交換，潤滑油交換等の最適

な頻度，間隔を考慮した整備基準を作成し計画的に実施する。 
②個々の設備，機器の点検にとどまらず，システムとしての施設の機能を正しく把握して

レベルアップに努める。 
③日常点検記録（日誌），定期点検記録（月報）等を作成し，機器の運転状態と使用状況を

把握する。また，必要測定項目の計測，記録をおこない，整備・調整等の不具合対応に

ついても報告書に記入する。なお，高圧ポンプ等の主要機器については月報等で運転時

間を把握して運転管理データとして役立てる。 
④設備・機器毎に分類した機器台帳を作成し，点検，整備及び修理，故障等の履歴を記録

整理し，保全作業の改善に利用する。 
⑤分解用の特殊工具・器具類は整理し，予備品，消耗品等は適量を適正な状態で保管し，

必要なときにすぐに使用できるようにしておく。 
 
（２）日常点検 
 日常点検により異常箇所の早期発見ができ，事故を未然に防ぐことができる。また，万

一事故が発生した場合には，原因の究明の手掛かりとして役立てることもできる。 
 日常点検は，運転前，運転中に目視点検を中心に聴覚，触覚等を働かせ，振動，温度，

異音の有無や漏水・漏液の有無等について実施し，異常が発見された場合は，保全担当に

連絡し，必要に応じ計測器による測定を行い，結果は全て運転日報等に記入する。 
 
（３）定期点検  
 １ヶ月～６ヶ月点検の場合は，機器の清掃，油脂類の補充，軸受け部等の振動測定，電

動機の集電装置の状況確認，ブラシの測定等が含まれる。 
 １年以上の点検の場合には，機器の分解点検，整備が主体となり，摩耗部品の交換，油

脂類の交換などを行う。一定期間機器を停止するため，給水に支障がないようあらかじめ

計画をたてておく必要がある。 
 これらの点検結果は報告書や電子ファイルにまとめ保管するとともに各機器台帳にも内

容を記入しておく。 
 以上の日常点検，定期点検については，点検マニュアル等点検基準を定めるとともに，

過去の点検データや機器の重要度を踏まえ，長期的な修繕実施計画を作成して計画的に効

果的な保全管理を行う。 
なお，機械設備，電気設備についての点検・整備要領（項目及び周期）の例を次頁以降

に示す。 
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点検・整備要領（項目及び周期）の例  （機 械 設 備） 
１ 取水・導水設備 

日 常 点 検 定 期 点 検 定 期 整 備 
種  別 

項  目 
周 期 

項  目 
周 期 

項  目 
周 期 備 考 

 
除塵機 

    

 
動作確認による 
 振動、異音、変形 
 損傷、油漏れ等の 
確認 

 
１月 

 
減速機潤滑油入替 
油脂補給及び点検 
チェーン点検 
スクリーン、ノズル 
点検 

 
１年 
１年 
１年 
１年 

 
分解整備 
塗装の状況 

 
１０年 
５年 

 
 

 
取水ポンプ 
 

外観点検 
振動、異音、異臭の

有無 
軸受温度、潤滑油量の点

検、補充 
漏水、漏油の有無 
軸封水量の点検 
各種計器類の点検 
軸受部の振動測定 

 
１日 
 
１月 
 
１月 
１月 
１月 
１月 

 
軸受のグリース補給、

潤滑油の交換 
フローリレー等保護 
装置類の動作確認 
 

 
１年 
 
１年 

 
分解点検整備 

 
６年 

 
前回の分解点検結果、

運転時間等を参考に各

種部品の交換を行う。 

 
高圧電動機 

９ 負荷設備 
 高圧電動機の項参照 
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仕切弁 
バタフラ 
イ弁 

ロート弁 

 
グランド部の確認 
 

 
１月 

 
開閉動作試験（電） 
開閉動作試験（手） 
油脂類の点検 

 
６月 
３年 
１年 

 
分解点検整備 （＊１） 

 
６年 

 
（＊１）ポンプ 
 分解整備時 
 
（電）電動弁 
（手）手動弁 

 
電動開閉 
装置 

漏油の有無 １年 潤滑油入替 
油脂補給 
軸受部点検 

 分解点検整備 （＊１） ６年 （＊１）ポンプ 
 分解整備時 
 

 
 
 
 
弁 
 
 
類 
 

 
逆止弁 

軸受部の確認 
ダンパー機構の確認 

１月 
１月 

  分解点検整備 （＊１） ６年 （＊１）ポンプ 
 分解整備時 
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 ２ 浄水設備 

日 常 点 検 定 期 点 検 定 期 整 備 
種  別 

項  目 
周 期 

項  目 
周 

期 項  目 
周 

期 
備 考 

 
急速攪拌機 
    

 
撹拌翼の回転状況 
振動、異音、温度 
臭気、油漏れ等の 
確認 

 
１日 
１月 

 
減速機潤滑油入替 
水中軸受点検（＊１） 
撹拌翼点検（＊１） 
 

 
１年 
３年 
３年 
 

 
減速機分解整備 
塗装の状況 

 
３年 
５年 

 
（＊１）沈でん池 
    清掃時 

 
緩速攪拌機 
 

 
撹拌翼の回転状況 
振動、異音、温度 
臭気、油漏れ等の 
確認 
グランド部の漏水 

 
１日 
１月 
 
 
１月 

 
減速機潤滑油入替 
水中軸受点検（＊１） 
翼車点検 
ベルト張り調整 
チェーン点検 

 
１年 
１年 
１年 
１年 
１年 

 
可変速電動機分解整備 
減速機分解整備 
    高速側 
    低速側 

 
３年 
 
３年 
６年 

 
（＊１）沈でん池 
    清掃時 
 

共通 
 全体 

振動、異音、異臭 
温度、変形、損傷 
油漏れ、操作盤の表示 

１日 減速機等潤滑油入替 
 
油脂補給 

１年 減速機等分解整備 
塗装 

３年 
～ 
６年 
 

 

ミーダ型 電源ケーブル巻き取り 
状態、リミットスイッチ

の作動状態 

１日 ワイヤ調整 
滑車、車輪等各部の 
点検 

１年  ３年 
～ 
６年 

 
ス

ラ

ッ

ジ

掻

寄

機 
 

 
リンクベル

ト型 
 

 
チェーン 

 
１日 
 
 

 
チェーン及び掻寄板 
水中軸受 
の点検（＊１） 
 

 
２年 
 
 

 
シュー部分 
チェーン 
スプロケッット 
 
 

 
３年 
～ 
６年 

 
（＊１）沈でん池 
    清掃時 
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水中けん引 
型 

ワイヤ 
滑車 
 
 

 
１日 

掻寄台車の車輪、 
掻寄板、 
掻寄板昇降装置 
ワイヤロープ、 
ワイヤロープドラム 
滑車 
 

 
１年 

掻寄台車 
ワイヤロープ 
滑車 

 
３年 
～ 
６年 

 
水中部の点検は 
清掃時 

ス

ラ

ッ

ジ

掻

寄

機 
回転式 作動状態  

１日 
掻寄板、レーキアーム 
吊り下げ軸 
 

 
１年 

掻寄板、レーキアーム 
吊り下げ軸 

３年 
～ 
６年 

 

沈でん池 
排泥ポンプ 

潤滑油量 
封水量 
各種計器類 
 

 
１日 
～週 

潤滑油入替 
油脂補給 
軸受部点検 
継電器類の点検 

 
１年 

分解点検整備   
６年 

 

現場操作盤 
 

９ 負荷設備 
現場操作盤の項参照 
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３ 薬品注入設備 

日 常 点 検 定 期 点 検 定 期 整 備 
種  別 

項  目 
周 期 

項  目 
周 期 

項  目 
周 期 備 考 

 
薬品貯槽 
（小出槽）   

 
外部の損傷・変形 
漏洩の有無 

 
１日 
１月 

 
内部点検 
外面塗装の状況 

 
３年 
 
 

 
外面塗装の更新 
内面ライニング更新 

 
８年 
 

 
 

 
防液堤 
 

 
構造物の損傷・亀裂 
塗装膜剥離の有無 

 
１月 
 

 
漏水および塗膜の状況

（＊１） 

 
１年 
 

 
     

 
３年 
 
３年 
～ 
６年 

 
（＊１）地震発生時

は必ず実施 

受入ポンプ 

移送ポンプ 

注入ポンプ 

 
漏液、振動、異音 

 
１日 
～週 

潤滑油入替 
油脂補給 
メカニカルシールの点

検 

１年 分解整備 ６年  

注入調節弁 
 
圧力調節弁 
 
ダイヤフラ

ム弁 

弁 
 
類 
 
ストレーナ

ー 

 
漏液の有無 

 
１月 

 
開閉動作試験（電） 
開閉動作試験（手）＊ 

 
１年 
１年 

   
 
＊ 重要度の高いも

の 
（電）電動弁 
（手）手動弁 

配管類 漏液の有無       

現場操作盤 ９ 負荷設備 
現場操作盤の項参照 

      



 参考-71

 
４ 排水処理設備 

日 常 点 検 定 期 点 検 定 期 整 備 
種  別 

項  目 
周 期 

項  目 
周 期 

項  目 
周 

期 
備 考 

 
濃縮槽掻寄機 
    

 
掻寄板の回転状況 
振動、異音、温度 
臭気、油漏れ等の 
確認 

 
１月 
１月 

 
減速機潤滑油入替 
水中軸受点検（＊１） 
掻寄板点検（＊１） 
 

 
１年 
２年 
２年 
 

 
減速機分解整備 
塗装の状況 

 
３年 
５年 

 
（＊１）濃縮槽 
    清掃時 

 
スラッジ移送 
ポンプ等 
ポンプ類 

 
ポンプ運転状況 
振動、異音、温度 
臭気、油漏れ等の 
確認 
グランド封水量の点検 
各種計器類の点検 

 
１日 
１月 
 
 
１月 

 
 

 
１年 
 

 
 

 
３年 
 
 

 
 
 

ろ布 
ろ枠 
 

 
 
 

 スケール清掃 
歪・割れ点検 
ボルト等のゆるみ、 
破損点検   
各部調整  
 

１年 
１年 
 
１年 
１年 
 

各部点検整備 （＊１） 
 
 
分解整備   （＊２） 
 

２ ～

３年 
 
５年 
 
 
 

（＊１）ヘッダー 
ガスケット、ダイヤ

フラム、コーキン

グ、圧力水ホース等 
（＊２）ガイドロー

ラ、ろ布ローラ等を

含む 

 
加 
圧 
脱 
水 
機 

ろ板締付装

置 
  リミット・ライナ調整 

減速機潤滑油交換 
  

６月 
１年 

分解整備          

 
 

５年 
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ろ布駆動装

置 
  各部の点検、給油 １年    

油圧装置   圧力計、安全弁点検 
作動油の点検 
作動油の入替え 
フィルター清掃 

１年 
１年 
３年 
３年 

ギヤポンプ分解整備 ３～ 
５年 

 加 
圧 
脱 
水 
機 
付属装置   各種自動弁 

圧力計、スイッチ 
１年 
１年 

ろ液配管等のスケール 
清掃 

２年  
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５ 送・配水設備 

日 常 点 検 定 期 点 検 定 期 整 備 
種  別 

項  目 
周 期 

項  目 
周 期 

項  目 
周 期 備 考 

 
送・配水ポンプ 
 

外観点検 
振動、異音、異臭の

有無 
軸受温度、潤滑油量の

点検、補充 
漏水、漏油の有無 
軸封水量の点検 
各種計器類の点検 
軸受部の振動測定 

 
１日 
 
１月 
 
１月 
１月 
１月 
１月 

 
軸受のグリース補給、

潤滑油の交換 
フローリレー等保護 
装置類の動作確認 
 

 
１年 
 
１年 

 
分解点検整備 

 
６年 
～８年 

 
前回の分解点検結

果、運転時間等を参

考に各種部品の交

換を行う。 

 
高圧電動機 

８ 負荷設備 
 高圧電動機の項 参

照 
 

      

仕切弁 
バタフラ 
イ弁 

ロート弁 

 
グランド部の確認 
 

 
１月 

 
開閉動作試験（電） 
開閉動作試験（手） 
油脂類の点検 

 
６月 
３年 
１年 

 
分解点検整備 （＊１） 

 
６年 
～８年 

 
（＊１）ポンプ 
 分解整備時 
 
（電）電動弁 
（手）手動弁 

 
弁 
 
類 
 
 
 

 
電動開閉 
装置 

漏油の有無 １年 潤滑油入替 
油脂補給 
軸受部点検 

 分解点検整備 （＊１） ６年 
～８年 

（＊１）ポンプ 
 分解整備時 
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逆止弁 

軸受部の確認 
ダンパー機構の確認 

１月 
１月 

  分解点検整備 （＊１） ８年 
～10年 

（＊１）ポンプ 
 分解整備時 

現場操作盤 ９ 負荷設備 
現場操作盤の項参照 
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６ クレーン設備 

日 常 点 検 定 期 点 検 定 期 整 備 
種  別 

項  目 
周 期 

項  目 
周 期 

項  目 
周 期  

３トン以上 
 
 

作業開始前点検（＊１）  月例点検（＊２） 
    （＊３） 
     
年次点検 

 

１月 
３月～ 
６月 
１年 

性能検査受験前整備 
      （＊５）  

２年  
 

 
ク 
レ 
｜ 
ン 
及

び

ホ

イ

ス

ト 
 

３トン未満 作業開始前点検（＊１）  月例点検（＊２） 
    （＊３） 
     
年次点検（＊４） 

１月 
３月～ 
６月 
１年 

   

備考（＊１）「クレーン等安全規則」第３６条 作業を開始する前に点検を行うこと 
  （＊２）「クレーン等安全規則」第４５条 １ヶ月以内ごとに１回、自主検査を行い、その結果を記録しておくこと 

（＊３）不定期使用のものについては、３～６ヶ月以内ごとに１回点検を行うこと 
（＊４）「労働安全衛生法」第４５条「クレーン等安全規則」第３４条 １年以内ごとに１回、自主検査を行い、その結果を記録しておくこと

（荷重試験を含む） 
（＊５）「労働安全衛生法」第４１条クレーン等安全規則」第１０条、第４０条、第４１条 検査証の有効期限の更新を受けようとするものは

性能検査を受けること 
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点検・整備要領の例（項目及び周期）  （電 気 設 備） 
７ 受電・変電設備 

日 常 点 検 定 期 点 検 定 期 整 備 
種  別 

項  目 
周 期 

項  目 
周期 

項  目 
周 期 備 考 

 
断路器 
    

 
外観目視点検 
 異音、異臭、表示灯 
 接触状態 
 端子部の過熱・変色 
 圧力（ガス、空気） 

 
週 
～ 
月 

 
操作機構の機能 
接触部のゆるみ・損傷 
絶縁部の損傷 
接触状況 
稼働部分の注油 
 

 
１年 
 

 
絶縁抵抗測定 
 
ガス漏れ測定 
操作機構の分解調整 
 

 
１～３年 
６年 
６年 
6年～ 
１０年 

 
定期整備時に絶縁油、消

耗部品の交換を行う 

 
遮断器 
 

 
外観目視点検 
 異音、異臭、表示灯 
 接触状態 
 端子部の過熱・変色 
 圧力（ガス、空気） 

 
週 
～ 
月 

 
操作機構の機能 
接触部のゆるみ・損傷 
絶縁部の損傷 
接触状況 
 

 
１年 
 
 

 
絶縁抵抗測定 
開閉特性試験 
計器類校正試験 
ガス漏れ測定 
3相不揃測定 
操作機構の分解調整 
絶縁油の耐圧・酸化度 
測定 

 
１～３年 
１～３年 
１～３年 
６年 
６年 
６年 
６年 

 
定期整備時に絶縁油、消

耗部品の交換を行う 

 
母線 
（受電用） 

 
外観目視点検 
過熱変色 
支持絶縁物の状況 

 
週 
～ 
月 

 
腐食、損傷、加熱 
接続部分、クランプ類の 
腐食、損傷、加熱 
がいし類、支持物の 
腐食、損傷、変形、ゆる

 
１年 
 

 
絶縁抵抗測定 
点検清掃 

 
１～３年 
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み 

 
変圧器・コンデ

ンサ類 

 
外観目視点検 
 異音、異臭、振動 
 過熱変色、変形 
 温度、油量、油漏れ 

  
週 
～ 
月 

 
接続部の加熱変色及び損

傷 
接続個所の増し締め 
各部清掃 
保護装置の動作 

 
１年 
 
 

 
絶縁抵抗測定 
 
絶縁油の耐圧・酸化度 
測定 

 
１～３年 
6年 
 
 
 

 
定期整備時に絶縁油、消

耗部品、乾燥剤の交換を

行う 

 
計器用変成器 

 
外観目視点検 
 汚損、損傷、亀裂 
 変色、変形、腐食 
 油漏れ 

  
週 
～ 
月 

 
外部点検清掃 
 接触、ゆるみ、変形 
 亀裂、腐食 
ヒューズの異常 

 
１年 

 
絶縁抵抗測定 
 

 
１～３年 

 

 
高圧配電盤 

 
外観目視点検 
 表示灯 
 計器の指示 
 異音、異臭 
 汚損、損傷、腐食 
 雨漏り、浸水、結露 
 扉の施錠 
  

 
週 
～ 
月 

 
点検清掃 （＊１） 
 損傷、ゆるみ、変色 
 接地の状態 
 取付器具の損傷および

変色 
 ケーブル等貫通部 
保護装置の動作 
扉の開閉状態 
小動物の進入防止網の状

態 

 
１年 

 
絶縁抵抗測定 
接地抵抗測定 
シーケンス試験 
機器校正 
塗装の状況（＊２） 

 
１～３年 
 
 
６年 
６年～ 
１２年 

 
（＊１）強制換気用フィ

ルタの清掃を含む 
 
（＊２）屋外配電盤につ

いて実施 
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８ 配電設備 

日 常 点 検 定 期 点 検 定 期 整 備 
種  別 

項  目 
周 期 

項  目 
周 

期 項  目 
周 期 備 考 

 
断路器 

 
外観目視点検 
 表示灯 
 異音、異臭 
 接触状態 
 端子部の過熱・変色 
 圧力（ガス、空気） 

 
週 
～ 
月 

 
受電・変電設備に準ずる 

 
1年 

   
受電・変電設備に準ずる 

 
6 ～ 
１０年 

 

遮断器 外観目視点検 
 表示灯 
 計器の指示 
 異音、異臭 

週 
～ 
月 

 
受電・変電設備に準ずる 

 
1年 

   
受電・変電設備に準ずる 

 
6 ～ 
１０年 

 

母線    
受電・変電設備に準ずる 

 
1年 

 
絶縁抵抗測定 

 
１～３

年 

 

変圧器 
 

外観目視点検 
 異音、異臭、振動 
 過熱変色、変形 
 温度、油量、油漏れ 
 

週 
～ 
月 

 
受電・変電設備に準ずる 

 
1年 

 
絶縁抵抗測定 

 
１～３

年 

 

計器用変成器   受電・変電設備に準ずる 1年 絶縁抵抗測定 １～３

年 
 

低圧配電盤 
コントロールセ

ンタ 

高圧配電盤に準ずる 週 
～ 
月 

高圧配電盤に準ずる １ ～

２年 
絶縁抵抗測定 １～３

年 
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無停電電源装置 外観目視点検 
計器の指示 
表示灯 
蓄電池液面確認 
漏液、損傷の有無 
異音、異臭の有無 
室温 

週 
～ 
月 

全セルの電圧、液位、 
液温の測定 
比重測定（＊） 
浮動電圧、均等充電電圧 
の測定 
各部点検清掃 
接続部の増し締め 
充電器、整流器、インバ

ーターについては、 
配線、接続部、制御系の

動作確認 
１～３年 
 

６月 
 
 
 
 
１年 
 

電解液活性化 
触媒栓の交換 
充電装置の内部精密点検 

５～ 
１０年 

（＊）アルカリ蓄電池は 
除く 

保護継電器 外観目視点検  
月 

  動作特性試験 １～３

年 
遮断機連動試験も実施 

ケーブル   端末部の状況 
支持物の状態 
布設の状態 
埋設標の状態 
 

１ ～

２年 
絶縁抵抗測定 １～３

年 
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9 負荷設備 

日 常 点 検 定 期 点 検 定 期 整 備 
種  別 

項  目 
周 期 

項  目 
周 

期 項  目 
周 期 備 考 

 
高圧電動機 

外観目視点検 
 軸受け温度、油量 
 油もれ 
 振動、異音、異臭 
 電流値 
軸受け部の振動測定 
集電装置装置、スリップ

リング接触部 
点検・清掃 

週 
～ 
月 
 
 
月 

外部点検・清掃 
ブラシの測定 
軸受け部の振動測定 
潤滑油量の点検・補充 
グリース、潤滑油交換 
保護装置の動作確認 
起動抵抗器の点検 
絶縁抵抗測定 

 
６月 
～ 

１年 
 
 
 
１年 

   
分解点検整備（＊１） 
固定子点検 
巻き線抵抗測定 
精密絶縁劣化試験 
軸受け温度計比較試験 
冷却器の点検・整備 

 
５年～ 
１０年 

 
（＊１）製作メーカー 
の工場に持ち込み実施 
する。 
必要に応じ延命化対策を 
実施する。 
周期は、機器の型式、構

成、運転頻度等使用条件 
によって決定する。 

その他の負荷 外観目視点検 
 表示灯 
 計器の指示 
 異音、異臭、振動 

週 
～ 
月 

絶縁抵抗測定 １年    

照明設備 不点灯 週 
～ 
月 

外部点検・清掃 
絶縁抵抗測定 
管灯交換 

１年 
１年 
随時 

   

現場操作盤 外観目視点検 
 表示灯 
 計器指示の確認 
 異音、異臭、損傷 

週 
～ 
月 

外観・盤内点検清掃 
 汚損、損傷、腐食 
変色、端子のゆるみ 
絶縁抵抗測定 

１年 
 
 
１年 
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送排風機 
空調設備 
 
 
 

外観目視点検 
 表示灯 
 電流値の確認 
 異音、異臭、損傷 
 振動 
  

週 
～ 
月 
 
 

外部点検・清掃 
エアフィルタ清掃 
潤滑油量の点検・補充 
Ｖベルトの張り、損傷 
ボルト、ナットのゆるみ 
空調機ドレンのつまり 
送風機軸受 
ダンパの作動確認 
冷却塔・ストレーナ清掃 
冷却水ポンプ点検 

３月 
 

１年 
１年 

分解点検整備 
  

３年 
～ 

５年 
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１０―１自家発電設備（ディーゼル発電設備） 

日 常 点 検 定 期 点 検 定 期 整 備 
種  別 

項  目 
周 期 

項  目 
周 期 

項  目 
周 期 備 考 

 
始動装置 
 
燃料装置 
 
潤滑油装置 
 
冷却装置 
 
吸・排気装置 
 
機関本体 

外観目視点検 
（共通・運転時） 
 変形、損傷、腐食 
ボルト・ナットの緩み 
 温度、油量、空気圧 
 油もれ、燃料消費量 
 振動、異音、異臭 
 燃料系統の状態 
 地下タンクの油量 
 補機類の運転状況 
 操作盤のスイッチ 
 表示灯 
 

週 
月 
 
 
 
 

蓄電池電圧・比重・液量 
の点検 
コンプレッサー点検 
始動弁分解清掃、弁・シ

ート面摺り合わせ調整 
潤滑油フィルター、燃料

油フィルター分解清掃 
冷却水循環ポンプ点検調

整 
冷却水ヒーター分解点検

清掃、筒内防蝕塗装 
冷却水温度調節弁分解点

検清掃 
潤滑油診断（適宜交換） 

１年 
 
 
 

   
分解点検整備 
各ポンプ類の分解点検 
潤滑油交換 
燃料弁、給排気弁 
シリンダ、 
クランクシャフト、 
軸受けメタル、 
過給機分解点検 
冷却塔分解点検 
 
 
 
 

 
５年～ 
１０年 

 

発電機 
 
制御盤 

外観目視点検 
 表示灯 
負荷運転試験 
 異音、異臭、振動 
 温度、電圧計 
電力計、周波数 

 計器の指示  

週～月 
 
月 

～４月 

スリップリング・ブラシ 
点検調整 
カップリング点検 
センタリング点検 
絶縁抵抗測定 
接地抵抗測定 
保護継電器の動作試験 

１年 
 
 
 
１年 

絶縁劣化試験 
分解点検 

５年～ 
１０年 
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１０―２自家発電設備（ガスタービン発電設備） 

日 常 点 検 定 期 点 検 定 期 整 備 
種  別 

項  目 
周 期 

項  目 
周 期 

項  目 
周 期 備 考 

 
始動装置 
 
燃料装置 
 
潤滑油装置 
 
燃焼装置 
 
吸・排気装置 
 
機関本体 

外観目視点検 
（共通・運転時） 
変形、損傷、腐食 

ボルト・ナットの緩み 
 温度、油量、空気圧 
 油もれ、燃料消費量 
 振動、異音、異臭 
 燃料系統の状態 
 地下タンクの油量 
 補機類の運転状況 
 操作盤のスイッチ 
 表示灯 
 

週 
月 
 
 
 
 

蓄電池電圧・比重・液量 
の点検 
始動用電動機のブラシ点

検 
点火装置分解点検 
燃料フィルター分解清掃 
潤滑油フィルター分解清

掃 
吸・排気弁 
点検清掃 
潤滑油診断（適宜交換） 

１年 
 
 
 

   
分解点検整備 
各ポンプ類の分解点検 
潤滑油交換 
燃料弁分解点検 
 
過給機分解点検 
冷却塔分解点検 
 
 
 
 

 
５年～ 
１０年 

 

発電機 
 
制御盤 

外観目視点検 
 表示灯 
無負荷運転試験 
 異音、異臭、振動 
 温度、電圧計 
電力計、周波数 

 計器の指示  

週～月 
 
月 

～４月 

スリップリング・ブラシ 
点検調整 
カップリング点検 
センタリング点検 
絶縁抵抗測定 
接地抵抗測定 
保護継電器の動作試験 

１年 
 
 
 
１年 

絶縁劣化試験 
分解点検 

５年～ 
１０年 
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１１ 計装設備 

日 常 点 検 定 期 点 検 定 期 整 備 
種  別 

項  目 
周 期 

項  目 
周 期 

項  目 
周 期 備 考 

投込式   校正・点検整備 １年    

差圧式   校正・点検整備 １年    

フロート式   校正・点検整備 
軸受、ギヤ部注由 

２年    

静電容量式   校正・点検整備 １年    

 
 
液

位

計 
 

超音波式   校正・点検整備 ２年    

差圧式   校正・点検整備 １年 実流試験 随時  

電磁式   校正・点検整備 １～ 
２年 

実流試験 随時  

 
流

量

計 
 超音波式   校正・点検整備 １～ 

２年 
実流試験 随時  

圧力発信器 
(ﾀﾞｲﾔﾌﾗﾑ) 

  校正・点検 １～ 
２年 

   

開度計   校正・点検 ３年    

  温度計 
（測温抵抗） 

  校正 ２～ 
３年 

   

 損失水頭計 エアー抜き 随時 校正・点検     

重量計 
(ロードセル式) 

  校正 （＊１） ２年   計量法（１９条）に基づき 
取引用に使用しているもの

は、定期検査を受検する 
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水質計器 各種槽の状態 
機構部の動作確認 
電極、試薬、ろ紙の 
状態 
指示値の確認 
 
手分析による計器校正 
 

週 
～ 
月 
 
 
 
随時 

点検調整 
 特性試験、調整 
 機構部の点検調整 

３月 
 ～ 
６月 

精密点検整備 １～ 
２年 

 

調節計 
変換器 等 

設置状態 
設置環境 

 月 特性試験、調整 １年    

指示計 
記録計 等 

設置状態 
設置環境 

 月      

テレメータ 
テレ 
コントロール 

設置環境 
外観状況 
盤内温度 

 月 対向試験 
レベル測定 
電源装置の点検 
アレスタ性能試験 

１年    

 
 
 
 
 
 



 参考-86

１２ 監視制御及び計算機設備 

日 常 点 検 定 期 点 検 定 期 整 備 
種  別 

項  目 
周 期 

項  目 
周 

期 項  目 
周 

期 
備 考 

 
中央監視操作盤 
 
制御盤 
 
中継盤 

  
 

 外観目視点検 
指示計器の指示 
換気装置点検 
エアフィルタ等清掃 

 
１年 
 
 
 
 

点検整備  
接触部、端子締付部点検 
各部電圧測定 
信号伝送部の点検 

 
２ 年

～ 
３年 

 
 

中央演算装置   各部点検 ３～ 
６月 

性能検査 １年 

補助記憶装置   各部点検 ３～ 
６月 

性能検査 １年 

プロセス入出

力装置 
  各部点検 ３～ 

６月 
性能検査 １年 

プリンタ装置   各部点検 ３～ 
６月 

性能検査 １年 

ＣＲＴ装置   各部点検 ３～ 
６月 

性能検査 
 

１年 

オレレータ 
コンソール 

  各部点検 ３～ 
６月 

性能検査 １年 

 
計

算

機

及

び

付

属

装

置 

データ伝送 
装置 

  各部点検 ３～ 
６月 

性能検査 １年 

各部点検 
 目視点検、動作確認 
 異音チェック 
 エアフィルタ、ファン等

清掃 等 
 
性能検査 
 機能検査及び調整 
 ランニングテスト 
 入出力電圧の確認・調整 
 各部清掃 
 （エアフィルタ交換） 
 等 

 


